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（白　紙）

第１章　総合評価落札方式条件付一般競争入札の概要

１　適用範囲

この手引きは、総合評価落札方式条件付一般競争入札（以下「総合評価落札方式」という。）のうち標準型又は簡易型で発注する工事に適用する。

高度技術提案型については、別途定める「総合評価落札方式一般競争入札（高度技術提案型）の手引き」によるものとする。
２　総合評価落札方式の意義

○　総合評価落札方式は、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素（技術力、施工能力、地域精通度等）を考慮し、価格その他の条件が総合的に優れた者を契約の相手方とする入札方式である。

○　総合評価落札方式は、発注者が示す標準的な施工の仕様に対して、受注者が技術提案を行うことにより、企業の優れた技術力を活用し公共工事の質を高め、将来の維持管理を含めた総合的なコストの削減、道路や橋など構造物の性能・機能の向上、自然環境の維持保全などが期待できるとともに、技術力競争を通じてモティべーションの向上が図られ、技術と経営に優れた健全な建設業の育成についても期待されるものである。

３　総合評価落札方式入札の概要

(1) 総合評価落札方式入札の種類

総合評価落札方式は、「簡易型」、「標準型」及び「高度技術提案型」に分類される。
	1評価型
	高度技術提案型
	標準型
	簡易１型
	簡易２型

	
	（請負者の高度な技術を活用することにより工事目的物の品質や性能の向上が期待できる工事を対象）
	（請負者の技術的提案によって工事目的物の品質や性能の向上が期待できる工事を対象）
	（技術的な提案の余地が比較的少ないと思われる工事を対象）
	（技術的な提案の余地が少ないと思われる工事を対象）

	２技術評価点
	40点
	30点
	20点
	15点

	３総合評価点

の算定方法
	加算方式

	４その他
	総合評価技術提案書を提出しなかった者は入札に参加できない。


(2) 簡易型・標準型の技術提案項目

	技術提案項目
	標準型
	簡易１型
	簡易２型

	１　企業の施工能力
	○
	○
	○

	２　配置予定技術者の要件
	○
	○
	○

	３　地域精通度等
	○
	○
	○

	４　品質等を高めるための独自の工夫
	―
	○
	－

	５　工事の特性に応じて以下の３つの項目から１項目を選択
	○
	－
	―

	ア　総合的なコストの縮減に関する技術
	
	
	

	イ　工事目的物の性能、機能の向上に関する技術
	
	
	

	ウ　社会的要請への対応に関する技術
	
	
	


(3) 総合評価点の算定方法

総合評価点

	
	算　　　定　　　式

	加算方式
	総合評価点＝価格評価点＋技術評価点


価格評価点

	
	算　　　定　　　式

	価格評価点
	価格評価点＝１００×（１－入札価格÷予定価格）


技術評価点

	区　　　分
	算　　定　　式

	
	A：技術提案評価項目Ａ　　　B：技術提案評価項目Ｂ

C：技術提案評価項目C

	標準型
	30点
	技術評価点＝A(10点) ＋　B（20点）

	簡易１型
	20点
	技術評価点＝A(10点) ＋　C（10点）

	簡易２型
	15点
	技術評価点＝A(10点) ×  1.5


(4) 落札者の決定

落札者の決定は、入札価格が予定価格の制限の範囲内にある者のうち、総合評価点が最も高い者を落札者とする。

総合評価点が最も高い落札候補者が同点で２名以上いる時は、くじにより入札参加資格の審査の順位を決定するものとする。
調査基準価格に満たない価格で入札した者がいる場合は、「低入札価格調査制度に係る事務処理要領」に基づき、落札者を決定する。

(5) 学識経験者の意見聴取

	
	本庁
	広域振興局等

	落札者決定基準の策定
	○
	

	落札者の決定
	○
	○


[image: image8.wmf]簡易２型

簡易１型

標準型

6/13

金

1

入札公告(縦覧・販売開始)

1

入札公告(縦覧・販売開始)

1

入札公告(縦覧・販売開始)

1

1

金

6/13

6/14

土

2

　技術提案書作成開始

　技術提案書作成開始

　技術提案書作成開始

2

土

6/14

6/15

日

3

3

日

6/15

6/16

月

4

（公告日の翌日）

1

2

（公告日の翌日）

1

2

（公告日の翌日）

1

2

4

月

6/16

6/17

火

5

2

3

2

3

2

3

5

火

6/17

6/18

水

6

3

4

3

4

3

4

6

水

6/18

6/19

木

7

4

5

4

5

4

5

7

木

6/19

6/20

金

8

5

6

5

6

5

6

8

金

6/20

6/21

土

9

9

土

6/21

6/22

日

10

10

日

6/22

6/23

月

11

入札参加申請・技術提案締切

6

7

入札参加申請・技術提案締切

6

7

6

7

11

月

6/23

6/24

火

12

★項目Aの審査�

7�@

8

★項目A･Cの審査�

7�@

8

7

8

12

火

6/24

6/25

水

13

（資格確認結果通知）

8�A

9

（資格確認結果通知）

8�A

9

8

9

13

水

6/25

6/26

木

14

9�B

10

9�B

10

9

10

14

木

6/26

6/27

金

15

10�C

11

10�C

11

入札参加申請・技術提案締切

10

11

15

金

6/27

6/28

土

16

16

土

6/28

6/29

日

17

17

日

6/29

6/30

月

18

設計図書に係る質問書提出期限

11�D

12

設計図書に係る質問書提出期限

11�D

12

★項目A･Ｂの審査

11�@

12

18

月

6/30

7/1

火

19

12�E

13

12�E

13

（資格確認結果通知） �

12�A

13

19

火

7/1

7/2

水

20

13�F

14

13�F

14

設計図書に係る質問書提出期限

13�B

14

20

水

7/2

7/3

木

21

質問に係る回答期限

14�G

15

質問に係る回答期限

★技術評価委員会

14�G

15

14�C

15

21

木

7/3

7/4

金

22

★技術評価点を入札担当に送付

15�H

16

★技術評価点を入札担当に送付

15�H

16

15�D

16

22

金

7/4

7/5

土

23

23

土

7/5

7/6

日

24

24

日

7/6

7/7

月

25

入札書提出（1日間）�

17

入札書提出（1日間）�

17

質問に係る回答期限

★技術評価委員会

16�E

17

25

月

7/7

7/8

火

26

開札・総合評価点算定

資格審査書類・項目A確認資料の提出依頼�

�@

18

開札・総合評価点算定

資格審査書類・項目A確認資料の提出依頼�

�@

18

★技術評価点を入札担当に送付

17�F

18

26

火

7/8

7/9

水

27

�A

19

�A

19

入札書提出（1日間）�

★学識経験者意見聴取

1�A

19

27

水

7/9

7/10

木

28

資格審査書類・項目A確認資料の提出期限�

�B

20

資格審査書類・項目A確認資料の提出期限�

�B

20

開札・総合評価点算定

資格審査書類・項目A確認資料の提出依頼�

�@

20

28

木

7/10

7/11

金

29

入札参加資格の審査

★項目Aの事後審査結果を入札担当に送付�

�C

21

入札参加資格の審査

★項目Aの事後審査結果を入札担当に送付�

�C

21

�A

21

29

金

7/11

7/12

土

30

30

土

7/12

7/13

日

31

31

日

7/13

7/14

月

32

落札決定

22

落札決定

22

資格審査書類・項目A確認資料の提出期限�

�B

22

32

月

7/14

7/15

火

33

入札参加資格の審査

★項目Aの事後審査結果を入札担当に送付�

�C

23

33

火

7/15

7/16

水

34

落札決定

24

34

水

7/16

月日

曜

日

日

数

日

数

曜

日

月日

日数

条件付一般競争入札(事後審査方式)

日数

日数


地方自治法施行令第167条の10の2第4項（一部改正　H20.3.1施行）

・学識経験者からの意見聴取は、原則として「落札者決定基準を定めるとき」となった。

・ただし、同基準に基づき落札者を決定する際は、改めて学識経験者の意見を聴く必要があるかどうかを学識経験者に確認することが義務付けされた。
これに伴い、県では次のとおりの対応とする。（本庁学識経験者了承済み）

・落札者を決定する際に学識経験者の意見を聴く必要があるのは「標準型」のみとする。

・意見は２人以上の学識経験者から聴取する。

・学識経験者の委嘱は本庁各部局長及び広域振興局長が行う。
(6) 技術提案の審査

技術審査は、総合評価落札方式競争入札技術評価基準による。
・技術提案の評価は、工事担当部で対応する。

・評価結果は、「総合評価落札方式技術評価委員会」において審査するものとする。

(7) 総合評価落札方式競争入札の標準的なフロー
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【施　　工】

第２章　技術提案評価項目

１　技術提案評価項目の設定

(1) 技術提案評価項目Aの設定

当該工事の総合評価に必要となる評価項目は、工事内容に応じて「一般工事用」又は「災害復旧工事用」から選択する。

・「一般工事用」・・・・・災害復旧工事以外の工事で使用
・「災害復旧工事用」・・・災害復旧工事で使用
1)　一般工事用

	評価項目
	評価基準
	評価点

	企業の施工能力（３．０点）
	ア　施工実績

元請としての同種・類似工事の施工実績を評価する。

平成14年４月１日以降に完成し申請期限の日までに引渡しが完了した工事を対象とする。
	同種工事の経験あり
	1.0

	
	
	類似工事の経験あり
	0.5

	
	
	実績なし
	0.0

	
	イ　工事成績評定

発注業種の工事成績評定点（対象5年間、平成2４年度から平成2８年度の期間）の平均値（小数点以下第２位を四捨五入１位止め）で評価する。

なお、対象の評定点がない場合は、評価点を０点とする。

評価の対象工事は、岩手県が発注した工事のうち、当該発注工事と同じ発注業種の工事とする。
	85点以上
	1.2

	
	
	80点以上85点未満
	0.6

	
	
	75点以上80点未満
	0.3

	
	
	75点未満
	0.0

	
	ウ　経営品質の取組

以下に示す３項目のいずれかの実績があれば評価する。

①岩手県が行った、平成24年度から平成28年度の「優良県営建設工事表彰（優良下請負企業表彰を含む。）」の受賞

②申請期限の日現在有効なISO9001又はISO14001の認証取得、若しくは 「いわて地球環境にやさしい事業所」３つ星以上の認定

③岩手県が前年度までに行った「新分野進出等表彰（奨励企業を含む）」の受賞
	２項目以上該当あり
	0.5

	
	
	１項目該当あり
	0.2

	
	
	表彰なし
	0.0

	
	エ　資格取得の取組
平成27年4月1日から申請期限の日までに以下のいずれかの場合の実績があれば評価する。

なお、評価項目「サ　雇用対策の実績」における新規雇用の評価対象者と同一の者は評価対象外とする。

・新たに資格を取得した職員がいる場合

・資格を所有している者を新たに常時雇用した場合
	実績あり
	0.3

	
	
	実績なし
	0.0

	配置予定技術者の要件（３．５点）
	オ　施工経験

同種・類似工事を、元請の主任（監理）技術者又は現場代理人として施工した経験（現場代理人については今回工事の配置技術者として必要な資格を当該工事施工時に有していた場合に限る。）により評価する。対象となる工事は、平成14年４月１日以降に完成し申請期限の日までに引渡しが完了した工事とする。


	同種工事の経験あり
	1.0

	
	
	類似工事の経験あり
	0.5

	
	
	経験なし
	0.0

	
	カ　配置予定技術者の工事成績評定

主任（監理）技術者又は現場代理人として施工した、工事成績評定点（対象5年間、平成2４年度から平成2８年度の期間）のうち最高値で評価する。

なお、対象の評定点がない場合は、評価点を０点とする。

評価の対象工事は、岩手県が発注した工事とする。
	85点以上
	1.0

	
	
	80点以上85点未満
	0.5

	
	
	75点以上80点未満
	0.2

	
	
	75点未満
	0.0

	
	キ　配置予定技術者の表彰実績

平成24年度から平成28年度までの間に、以下のいずれかの実績があれば評価する。

・主任（監理）技術者又は現場代理人として岩手県が行った「優良県営建設工事表彰」（現場代理人については今回工事の配置技術者として必要な資格を当該工事施工時に有していた場合に限る。）の受賞

・「優秀施工者岩手県知事表彰」の受賞

・「東北地方工事安全施工推進大会優良企業（現場代理人）表彰」の受賞
	実績あり
	0.3

	
	
	実績なし
	0.0

	の要件(３．５)

配置予定技術者
	ク　配置予定技術者の資格と経験年数

一級相当資格を有している場合は、申請期限の日現在における資格取得後の経験年数により評価する。
	一級相当資格あり（取得後５年以上）
	1.2

	
	
	一級相当資格あり（取得後５年未満）
	0.6

	
	
	一級相当資格なし
	0.0

	地域精通度等（３．５点）
	ケ　地域内拠点の有無

工事箇所と本社の所在地に基づき評価する。

　（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、評価基準の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	工事箇所の市町村内に本社を有する
	1.0

	
	
	工事箇所の振興局等管内（注）に本社を有する
	0.5

	
	
	上記以外の場合
	0.0

	
	コ　災害活動の実績等

以下のいずれかの実績があれば評価する。

・工事箇所の振興局等管内（注）で平成27年度又は28年度における災害活動実績。

・「災害時における応急対策業務に関する協定」は、申請期限の日現在有効なもので岩手県と締結したものに限る。

（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、上記の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	災害活動の実績あり
	1.0

	
	
	協定締結あり
	0.5

	
	
	災害活動の実績及び協定締結なし
	0.0

	
	サ　雇用対策の実績

企業として申請期限の日現在、以下のいずれかの実績があれば評価する。

・「障がい者」の常時雇用

・平成27年4月1日以降に学校を卒業した県内居住者（雇用後に県内居住となった者を含む。）を、正規社員として新規雇用し、１ヶ月以上雇用している状況が継続

・平成28年4月1日以降に県内居住者（雇用後に県内居住となった者を含む。）を正規社員として新規雇用し、１ヶ月以上雇用している状況が継続
	あり
	0.5

	
	
	なし
	0.0

	
	シ　地域貢献活動の実績

　　次の①又は②の実績の有無により評価する。なお、評価点については①と②の評価点を合計した点数とし1.0点を上限とする。
	下記による
	上限値

1.0

	
	
	①　無償奉仕活動の実績

工事箇所の振興局等管内（注）で、無償奉仕活動の実績（対象2年間　平成2７年度から平成2８年度の期間）があれば評価する。
　（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、上記の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	年４回以上の実績が２年間継続
	1.0

	
	
	
	年４回以上の実績あり
	0.5

	
	
	
	実績なし
	0.0

	
	
	②　維持修繕業務等の実績

　　工事箇所の振興局等管内（注）で、岩手県が管理する公共施設の維持修繕業務等の実績（対象5年間 平成24年度から平成28年度）があれば評価する。

　（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、上記の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	２業務以上の実績
	1.0

	
	
	
	１業務の実績
	0.5

	
	
	
	実績なし
	0.0

	
	評価点計（Ａ）
	
	10.0


2)　災害復旧工事用

	評価項目
	評価基準
	評価点

	企業の施工能力（２．５点）
	ア　施工実績

元請としての同種・類似工事の施工実績を評価する。

平成14年４月１日以降に完成し申請期限の日までに引渡しが完了した工事を対象とする。
	同種工事の経験あり
	1.0

	
	
	類似工事の経験あり
	0.5

	
	
	実績なし
	0.0

	
	イ　工事成績評定

発注業種の工事成績評定点（対象5年間、平成2４年度から平成2８年度の期間）の平均値（小数点以下第２位を四捨五入１位止め）で評価する。

なお、対象の評定点がない場合は、評価点を０点とする。

評価の対象工事は、岩手県が発注した工事のうち、当該発注工事と同じ発注業種の工事とする。
	85点以上
	1.2

	
	
	80点以上85点未満
	0.6

	
	
	75点以上80点未満
	0.3

	
	
	75点未満
	0.0

	
	ウ　資格取得の取組

平成27年4月1日から申請期限の日までに以下のいずれかの場合の実績があれば評価する。

なお、評価項目「ケ　雇用対策の実績」における新規雇用の評価対象者と同一の者は評価対象外とする。
・新たに資格を取得した職員がいる場合

・資格を所有している者を新たに常時雇用した場合
	実績あり
	0.3

	
	
	実績なし
	0.0

	要件（３．２点）

配置予定技術者の
	エ　施工経験

同種・類似工事を、元請の主任（監理）技術者又は現場代理人として施工した経験（現場代理人については今回工事の配置技術者として必要な資格を当該工事施工時に有していた場合に限る。）により評価する。対象となる工事は、平成14年４月１日以降に完成し申請期限の日までに引渡しが完了した工事とする。
	同種工事の経験あり
	1.0

	
	
	類似工事の経験あり
	0.5

	
	
	経験なし
	0.0

	
	オ　配置予定技術者の工事成績評定

主任（監理）技術者又は現場代理人として施工した、工事成績評定点（対象5年間、平成2４年度から平成2８年度の期間）のうち最高値で評価する。

なお、対象の評定点がない場合は、評価点を０点とする。

評価の対象工事は、岩手県が発注した工事とする。
	85点以上
	1.0

	
	
	80点以上85点未満
	0.5

	
	
	75点以上80点未満
	0.2

	
	
	75点未満
	0.0

	
	カ　配置予定技術者の資格と経験年数

一級相当資格を有している場合は、申請期限の日現在における資格取得後の経験年数により評価する。
	一級相当資格あり（取得後５年以上）
	1.2

	
	
	一級相当資格あり（取得後５年未満）
	0.6

	
	
	一級相当資格なし
	0.0

	地域精通度等（４．３点）
	キ　地域内拠点の有無

工事箇所と本社の所在地に基づき評価する。

　（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、評価基準の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	工事箇所の市町村内に本社を有する
	1.0

	
	
	工事箇所の振興局等管内（注）に本社を有する
	0.5

	
	
	上記以外の場合
	0.0

	
	ク　災害協定の有無

申請期限の日現在有効な、岩手県と「災害時における応急対策業務に関する協定」締結の実績があれば評価する。
	協定締結あり
	0.5

	
	
	協定締結なし
	0.0

	
	ケ　雇用対策の実績

企業として申請期限の日現在、以下のいずれかの実績があれば評価する。

・「障がい者」の常時雇用

・平成27年4月1日以降に学校を卒業した県内居住者（雇用後に県内居住となった者を含む。）を、正規社員として新規雇用し、１ヶ月以上雇用している状況が継続

・平成28年4月1日以降に県内居住者（雇用後に県内居住となった者を含む。）を正規社員として新規雇用し、１ヶ月以上雇用している状況が継続


	あり
	0.5

	
	
	なし
	0.0

	地域精通度等（４．３点）
	コ　災害活動の実績

工事箇所の振興局等管内で平成27年4月1日から申請期限の日までの災害活動実績があれば評価する。

　（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、評価基準の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	工事箇所の市町村内での災害活動実績あり
	1.5

	
	
	工事箇所の振興局等管内（注）での災害活動実績あり
	0.7

	
	
	上記以外の場合
	0.0

	
	サ　災害応急工事の実績

元請として工事箇所の振興局等管内（注）で発生した当該災害に係る応急工事を施工した実績を評価する。

申請期限の日までに引渡しが完了した工事を対象とする。

　（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、上記の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	応急工事の実績あり
	0.8

	
	
	応急工事の実績なし
	0.0

	
	評価点計（Ａ）
	
	10.0


3)　留意事項

【一般工事、災害復旧工事共通】

①　岩手県が発注した工事とは、知事部局発注工事のほか、医療局、企業局等県の組織が発注した全ての工事を含むものとする。

②　申請期限の日とは、総合評価技術提案書提出期限の日のことである。

③　特定共同企業体として入札に参加する者の評価は、代表者の実績で評価するものとする。

④　経常共同企業体として入札に参加する者の評価は、企業体として評価項目に掲げるイ、ウ（優良工事表彰受賞のみ）（災害復旧工事用の場合はイ、ウ（優良工事表彰受賞のみ）、サ）の実績があれば評価するものとする。それ以外の評価項目は、代表者の実績で評価するものとする。

⑤　復旧・復興建設工事共同企業体として入札に参加する者の評価は、評価項目オ、カ、キ、ク（災害復旧工事用の場合は、評価項目エ、オ、カ）は専任の配置予定技術者の実績で評価するものとする（入札公告において専任配置を求めていない場合は、いずれかの構成員の実績で評価する。）。それ以外の評価項目は、いずれかの構成員の実績で評価するものとする。

    ただし、評価項目ケ（災害復旧工事用の場合は、評価項目キ）は、構成員に県外企業が含まれる場合、評価点を0.5点とする。

⑥  配置予定技術者は、入札公告に掲げる工事に配置する技術者とする。

⑦  配置予定技術者の評価において、評価項目「ク　配置予定技術者の資格と経験年数」（災害復旧工事用では「カ　配置予定技術者の資格と経験年数」）で一級相当資格として認めるのは、発注業種に応じて、次に掲げる国家資格等を有する者に限るものとする。

	発注業種
	資　　　　　　　格

	土木
	１級建設機械施工技士、１級土木施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」）、水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）、森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」））

	建築一式
	１級建築施工管理技士

一級建築士

	電気設備
	１級電気工事施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、電気電子・総合技術監理（電気電子））

	管設備
	１級管工事施工管理技士

技術士（機械「流体力学」又は「熱工学」・総合技術監理（「流体力学」又は「熱工学」）、上下水道・総合技術監理（上下水道）、上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水道「上水道及び工業用水道」）、衛生工学・総合技術監理（衛生工学）、衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水質管理」）、衛生工学「廃棄物管理」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物管理」））

	舗装
	１級建設機械施工技士

１級土木施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」））

	鋼橋上部
	１級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

一級建築士

技術士（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」））

	プレストレスト･コンクリート
	土木と同じ

	法面処理
	１級建設機械施工技士

１級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」）、水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）、森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」））

	機械設備
	１級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

一級建築士

技術士（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、機械・総合技術監理（機械）、機械「流体工学」又は「熱工学」・総合技術監理（「流体工学」又は「熱工学」）、上下水道・総合技術監理（上下水道）、上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水道「上水道及び工業用水道」）、衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水質管理」）、衛生工学「廃棄物管理」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物管理」））


	塗装
	１級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

	グラウト
	法面処理と同じ

	通信設備
	技術士（電気電子・総合技術監理（電気電子））、電気通信工事業に関して建設業法第15条第2号ロ若しくはハに該当する者

	しゅんせつ
	１級土木施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」））

	造園
	１級造園施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、森林「林業」・総合技術監理（森林「林業」）、森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」））

	ボーリング
	１級建設機械施工技士

１級土木施工管理技士

１級建築施工管理技士

技術士（建設・総合技術監理（建設）、建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」・総合技術監理（建設「鋼構造及びｺﾝｸﾘｰﾄ」）、農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」）、上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水道「上水道及び工業用水道」）、水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）、森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」））

	消防設備
	甲種消防設備士

	標識設置
	法面処理と同じ

	鋼工作物
	鋼橋上部と同じ

	防水
	１級建築施工管理技士


⑧  配置予定技術者の施工経験、工事成績評定及び表彰実績として申請できるのは、その者が主任（監理）技術者又は現場代理人として工事の着手から完成までの全期間従事した工事に限る。
また、工場製作と現場施工に異なる技術者の配置を認めている工事を申請する場合は、工場製作に従事した技術者は工場製作に要した全期間、現場施工に従事した技術者は現場施工に要した全期間に従事した工事のみ申請できるものとする。

なお、主任（監理）技術者又は現場代理人が途中交代した場合は、全期間の２分の１を超える期間に従事している者を評価対象とする。

ここで、「全期間」とは工事を全面的に一時中止した期間を除いた期間とする。
⑨　申請者が配置予定技術者を１人に特定できない場合は、複数の技術者を配置予定技術者として申請することができる。ただし、工場製作と現場施工に異なる技術者の配置を認めている工事については、現場施工に従事する配置予定技術者のみを申請するものとする。

なお、配置予定技術者に係る申請者の評価点は、評価項目オ、カ、キ、ク（災害復旧工事用の場合は、評価項目エ、オ、カ）の評価点の合計が最も低い技術者をもって算定するものとし、申請者は、落札候補者となり技術提案評価項目Ａの確認書類の提出を求められた際は、申請した全ての配置予定技術者に係る確認書類を提出するものとする。
⑩  地域精通度等において規定する振興局等管内とは、広域振興局の本局、地域振興センター及び総務センターが所管する区域をいうものとし、以下の表のとおりとする。なお、花巻総務センターの所管区域については、以下の表に従い花巻地区と北上地区に分けて取り扱うものとする。
	振興局等
	所管区域（市町村）

	盛岡広域振興局
	盛岡市　八幡平市　滝沢市　雫石町　葛巻町　岩手町　紫波町　矢巾町

	県南広域振興局本局
	奥州市　金ケ崎町

	
	花巻地区
	花巻市　遠野市

	　
	北上地区
	北上市　西和賀町

	
	一関地区
	一関市　平泉町

	沿岸広域振興局本局
	釜石市　大槌町

	
	大船渡地区
	大船渡市　陸前高田市　住田町

	
	宮古地区
	宮古市　山田町　岩泉町　田野畑村

	県北広域振興局本局
	久慈市　普代村　洋野町　野田村

	
	二戸地区
	二戸市　軽米町　九戸村　一戸町


⑪　申請内容に錯誤等があった場合は、過小評価については自己評価点で評価（点数変更なし）し、過大評価については最低点により再評価（０点）とする。

なお、各評価項目ごとの取扱いは、別紙「技術提案評価項目Ａにおいて申請内容に錯誤等があった場合の取扱い」（P15～Ｐ17）のとおりとする。

〔ア　施工実績〕 

①　岩手県が発注した工事以外も対象とする。

②　同種・類似工事の設定は入札公告の総合評価点算定基準により確認のこと。

　　なお、特定共同企業体（以下「特定ＪＶ」という。）の構成員として施工した工事については、出資比率が20％以上の場合のものに限る（総合評価点算定基準において、代表者として施工した場合のものに限るとの記載がある場合はそれによる。）ものとし、その施工数量にあっては、その工事の施工数量に代表者の出資比率に対する当該者の出資比率の割合を乗じて得られた施工数量を施工実績として認めるものとする。〔特定ＪＶ構成員の施工実績＝特定ＪＶ施工数量×（構成員の出資比率／代表者の出資比率）〕

また、経常共同企業体（以下「経常ＪＶ」という。）及び復旧・復興建設工事共同企業体（以下「復興ＪＶ」という。）の構成員として施工した工事の施工数量については、その工事の施工数量に当該者の出資比率を乗じて得られた施工数量を施工実績として認めるものとする。〔経常ＪＶ（復興ＪＶ）構成員の施工実績＝経常ＪＶ（復興ＪＶ）施工数量×構成員の出資比率〕
③　工事実績の証明は、CORINSの写しにより行うものとする。

④　CORINSに登録されていない等CORINSによる証明が困難な場合には、契約書の写し（工事名、工期、最終請負額、発注者及び受注者印、工事実績が確認できる部分）を提出すること。

⑤　CORINS又は契約書の写しにより工事内容等を証明できない場合には、工事内容を確認できる資料（客観性をもって必要条件を確認できるもの）の写しを提出すること。

〔イ　工事成績評定〕

①　工事成績評定点の計算式は次のとおりとし、申請内容を県が保有するデータで確認する。

ⅰ　発注業種ごとに年度別の工事成績Ｘを求める。

　　なお、特定ＪＶ又は復興ＪＶの構成員として施工した工事においては、分子と分母のその工事の請負契約額に、その工事における入札参加者の出資比率を乗じて、次のとおり計算するものとする。

（例）工事Ａにおいて、入札参加者が特定ＪＶ又は復興ＪＶの構成員として施工した場合



ⅱ　ⅰで算定した各年度の工事成績（Ｘ、Ｘ´・・・）の和を、過去5年間で対象となる工事がある年度の数で割り、発注業種ごとの工事成績評定点とする。

〔ウ　経営品質の取組〕　※災害復旧工事用では評価なし

①　企業の優良工事の受賞実績は、申請内容を県が保有するデータで確認する。

②　ISOの認証は、登録証の写しにより証明すること。なお、「いわて地球環境にやさしい事業所」認定については、申請内容を県が保有するデータで確認する。

③　新分野進出の実績は、申請内容を県が保有するデータで確認する。

〔エ　資格取得の取組〕　※災害復旧工事用では〔ウ　資格取得の取組〕
①　対象は「第２章 １ (1) 3)【一般工事、災害復旧工事共通】⑦」（Ｐ7～9）の表に示す資格とし、発注業種は問わない。

②　資格の取得状況及び雇用関係を証明する資料の写しにより証明すること。

〔オ　施工経験〕　※災害復旧工事用では〔エ　施工経験〕
①　岩手県が発注した工事以外も対象とする。

②　同種・類似工事の設定は入札公告の総合評価点算定基準により確認のこと。

　　なお、共同企業体の構成員として施工した工事については、出資比率の割合に関係なく共同企業体の施工数量を施工経験として認めるものとする。
③　工事実績の証明は、CORINSの写しにより行うものとする。なお、当該工事に現場代理人として従事した場合については、今回工事の配置技術者として必要な資格を当該工事施工時から有していたことを確認できる、資格の取得状況を証明する資料の写しを提出すること。

④　CORINSに登録されていない等CORINSによる証明が困難な場合には、契約書の写し（工事名、工期、最終請負額、発注者及び受注者印、工事実績が確認できる部分）及び当該工事の主任（監理）技術者又は現場代理人であることを証明する資料の写し（従事期間の確認ができるもの）を提出すること。

⑤　CORINS及び契約書等の写しにより工事内容等が不明な場合には、工事内容が確認できる資料（客観性をもって必要条件を確認できる）の写しを提出すること。
〔カ　配置予定技術者の工事成績評定〕　※災害復旧工事用では〔オ　配置予定技術者の工事成績評定〕
①　対象は、岩手県が発注した工事のみとする。なお、共同企業体の構成員として施工した工事については、出資比率の割合に関係なく対象として認めるものとする。

②　工事成績評定の証明は、工事成績評定通知書の写しにより行うものとする。

③　当該工事の主任（監理）技術者又は現場代理人であることの証明は、CORINSの写しにより行うものとする。

④　CORINSに登録されていない場合には、契約書の写し（工事名、工期、最終請負額、発注者及び受注者印、工事実績が確認できる部分）及び当該工事の主任（監理）技術者又は現場代理人であることを証明する資料の写し（従事期間の確認ができるもの）を提出すること。

〔キ　配置予定技術者の表彰実績〕　※災害復旧工事用では評価なし

①　配置予定技術者の優良工事の受賞実績は、申請内容を県が保有するデータで確認する。

②　「優秀施工者岩手県知事表彰」及び「東北地方工事安全施工推進大会優良企業（現場代理人）表彰」の受賞実績は、表彰状の写しを提出すること。

〔ク　配置予定技術者の資格と経験年数〕　※災害復旧工事用では〔カ　配置予定技術者の資格と経験年数〕

①　資格の取得状況を証明する資料の写しを提出すること。

〔サ　雇用対策の実績〕　※災害復旧工事用では〔ケ　雇用対策の実績〕　

① 　「障がい者」の常時雇用は、以下により証明すること。

・「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき障がい者の雇用が義務付けられている業者の場合、公共職業安定所長に提出した「障害者雇用状況報告書」の写しにより法定雇用率を達成していること（若しくは身体障がい者、知的障がい者又は精神障がい者数の不足数が0人であること）を証明のこと。

・「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき障がい者の雇用が義務付けられていない業者の場合、申請期限の日現在、障がい者の常時雇用を証明する書類（障害者手帳等及び雇用を証明する書類）により証明のこと。

②　学卒者を含む県内居住者の新規雇用は、以下の資料の写しにより証明すること。

・雇用（雇用年月日及び期間）の証明

ⅰ　健康保険被保険者証又は雇用保険被保険者資格取得確認通知書

ⅱ　賃金台帳及び出勤簿（申請期限の日の属する月の前月の資料とする）

・住所（県内居住）の証明

ⅰ　住民票又は運転免許証

・学卒者の証明
ⅰ　卒業証書又は卒業証明書

【一般工事用】

〔コ　災害活動の実績等〕

①　災害活動の実績は、様式第３－９号災害活動実施申告書に対象年度の活動実績を記入したもの（必要箇所に押印のあるもの）の写しによって証明すること。

②　災害協定の有無は、申請期限の日現在有効な協定書及び担当地区又は担当路線等がわかる資料の写しによって証明すること。災害協定は岩手県と業界団体との２者で締結したものを評価対象とし、３者で締結（例：国土交通省東北地方整備局長、東北６県知事、業界団体）したものは評価しない。

なお、担当地区又は担当路線等は以下のいずれかの資料で証明すること。ただし、担当地区又は担当路線等の割り当てが設けられていない協定についてはこの限りではない。
・防災協定証明書（最新の証明書に限る。）

・広域振興局の土木部及び土木部土木センター等（以下「広域振興局土木部等」という。）に提出した緊急連絡系統図等（最新の資料で、日付が記載された添書も含む。）
〔シ　地域貢献活動の実績〕

①　無償奉仕活動（災害活動を除く。）の実績は、以下の活動への人的支援の実績がある場合評価の対象とする。

・道路、河川、海岸、ダム、公園、水路、ため池の清掃（草刈、花壇整備を含む。）活動

・就業体験学習の支援（インターンシップ）

・高等学校及び専門学校の実習授業への講師派遣

・国、地方自治体（国土交通省、農林水産省関連）、土地改良区が主催する行事への支援

・建設業に関する啓発活動（小中学校を訪問して行う建設業体験支援等）

なお、様式第3－8－1号地域貢献活動実績証明書（無償奉仕活動）に、第三者（施設管理者及び学校長、行事を主催する自治体等の課長等）の押印があるものの写しによって証明すること。

また、工事契約においての活動は対象としない。

②　岩手県（指定管理者を含む。）が管理する公共施設の維持修繕業務等の実績は、元請又は一次下請として次の実績がある場合評価の対象とする。ただし、点検のみの業務の実績の場合は評価の対象としない。

・道路、河川、砂防、海岸、ダム、公園、港湾、空港、下水道、漁港の維持修繕業務又は草刈業務（支障木除去業務を含む。）
　　　　・道路、港湾、空港、漁港の施設の除排雪業務
・建築物の維持修繕業務又は施設管理者が発注した建築物の緊急修繕工事（施設管理者から修繕の依頼を受けて速やかに着手する必要がある工事）

なお、維持修繕業務等の実績は以下の資料により証明すること。
・元請の実績については、業務期間及び業務内容がわかる契約書等の写し

・一次下請の実績については、管理者が発注した業務の下請契約であることが具体的に挙証できる資料（個別契約書又は注文書・請書及び施工体系図等の写し）
・建築物の緊急修繕工事の実績については、様式第3－8－2号地域貢献活動実績証明書（緊急修繕工事）に施設管理者の押印があるものの写し
また、評価の対象期間内に債務負担行為に係る契約で実施した業務（地域維持型方式等）は、部分払が発生する会計年度ごとに１業務として評価するものとする。

【災害復旧工事用】

〔ク　災害協定の有無〕

①　災害協定の有無は、申請期限の日現在有効な協定書及び担当地区又は担当路線等がわかる資料の写しによって証明すること。災害協定は岩手県と業界団体との２者で締結したものを評価対象とし、３者で締結（例：国土交通省東北地方整備局長、東北６県知事、業界団体）したものは評価しない。

なお、担当地区又は担当路線等は以下の資料のいずれかで証明すること。ただし、担当地区又は担当路線等の割り当てが設けられていない協定についてはこの限りではない。
・防災協定証明書（最新の証明書に限る。）

・広域振興局土木部等に提出した緊急連絡系統図等（最新の資料で、日付が記載された添書も含む。）

〔コ　災害活動の実績〕

①　災害活動の実績は、様式第３－９号災害活動実施申告書に対象年度の活動実績を記入したもの（必要箇所に押印のあるもの。）の写しによって証明すること。

〔サ　災害応急工事の実績〕

①　岩手県が発注した工事以外も対象とする。

②　評価の対象となる当該災害は、入札公告の総合評価点算定基準により確認のこと。

③　工事名等から当該工事の応急工事であることが確認できる場合は、CORINSの写しにより行うものとするが、CORINSに登録されていない等CORINSによる証明が困難な場合には、契約書の写し（工事名、施工場所、工期、契約金額、発注者、受注者印が確認できる部分）を提出すること。

④　CORINS及び契約書の写しにより当該災害の応急工事であることが確認できない場合は、上記③の資料のほかに当該災害の応急工事であることが確認できる資料を提出すること。
(2) 技術提案評価項目Bの設定（「標準型」に適用）
	評価項目
	評価内容
	評価基準
	評価点

	選択項目
ア　総合的なコスト縮減

イ　工事目的物の性能、機能の向上

ウ　社会的要請への対応
	①（個別の提案課題：入札公告による）


	提案項目数は5項目までとする
	

	
	
	提案項目ごとに評価する
	提案が優れている
	3.0

	
	
	
	提案がやや優れている
	1.5

	
	
	
	提案が適切である
	0.7

	
	
	
	提案が不適切である
	0.0

	
	
	評価点を合算する（最大3.0×5項目）
	最大15.0

	
	
	最高点者加算
	1.0

	
	
	小計（ａ）
	16.0

	
	②発注者が指定した上記課題以外の選択項目に資する技術提案について
	提案項目数は2項目までとする

	
	
	提案項目ごとに評価する
	提案が優れている
	2.0

	
	
	
	提案が適切である
	1.0

	
	
	
	提案が不適切である
	0.0

	
	
	評価点を合算する（最大2.0×2項目）
	最大4.0

	
	
	小計（ｂ）
	4.0

	評価点合計

（Ｂ）
	（ａ［16.0］）+（ｂ［4.0］）
	20.0


1)　留意事項

①　以下の場合、技術評価点（技術提案評価項目A及び技術提案評価項目B）を０点とする。

・　技術提案評価項目B（技術提案）が０点

・　提案枚数（A4判2枚）を超過

・　記入文字の大きさが10ポイント未満

・　技術提案書に付随する参考資料を添付

②　様式で示している欄に対する行の高さ・列の幅の変更及び余白幅の変更は、適宜行って構わない。

③　技術提案の個別提案課題は、発注者が以下の技術提案項目から選択し、工事内容を考慮のうえ設定する。

ア　総合的なコスト縮減・・・ライフサイクルコスト及びその他コストに関し、発注者が指定した課題に対する技術提案内容

イ　工事目的物の性能、機能の向上・・・工事目的物の性能、機能に関し、発注者が指定した課題に対する技術提案内容

ウ　社会的要請への対応・・・社会的要請への対応に関し、発注者が指定した課題に対する技術提案

なお、発注者が選択した技術提案項目及び個別提案課題は、入札公告により確認のこと。

④　提案項目数は、発注者が指定した課題については５項目まで、発注者が指定した課題以外の選択項目に資する技術提案については２項目までとし、これを超える項目数を提案した場合は、記載順に所定の項目数までを評価対象とし、これ以降の提案は評価対象外とする。

⑤　技術提案書には、提案項目ごとに達成目標（効果）、達成目標に対する手法（やり方）及び手法に対する根拠（裏付け）を記載すること。
⑥　評価対象者数が１者の場合、不適切な提案以外は、提案項目ごとに最高点を付与する。

⑦　最高点者加算（1.0点）については、発注者が指定した課題の提案項目ごとの評価点の合計が最高の者に加算するものとし、最高点者が複数の場合はそれらに1.0点ずつ加算するものとする。なお、評価対象者数が1者しかない場合又は評価点の合計が全者0点の場合は加算しないものとする。

(3) 技術提案評価項目Cの設定（「簡易１型」に適用）
	評価項目
	評価内容
	評価基準
	評価点

	施工管理
	品質等を高めるための技術提案（個別の提案課題：入札公告による）
	提案項目数は3項目までとする
	

	
	
	提案項目ごとに評価する
	提案が優れている
	3.0

	
	
	
	提案がやや優れている
	1.5

	
	
	
	提案が適切である
	0.7

	
	
	
	提案が不適切である
	0.0

	
	
	評価点を合算する（最大3.0×3項目）
	最大9.0

	
	
	最高点者加算
	1.0

	評価点合計

（Ｃ）
	
	10.0


1)　留意事項

①　以下の場合、技術評価点（技術提案評価項目A及び技術提案評価項目C）を０点とする。

・　技術提案評価項目C（技術提案）が０点

・　提案枚数（A4判1枚）を超過

・　記入文字の大きさが10ポイント未満

・　技術提案書に付随する参考資料を添付

②　様式で示している欄に対する行の高さ・列の幅の変更及び余白幅の変更は、適宜行って構わない。

③　技術提案の個別提案課題は、発注者が工事内容を考慮のうえ設定する。

なお、発注者が設定した個別提案課題は、入札公告により確認のこと。

④　提案　技術項目数は３項目までとし、これを超える項目数を提案した場合は、記載順に所定の項目数までを評価対象とし、これ以降の提案は評価対象外とする。

⑤　技術提案書には、提案項目ごとに品質等を高めるための施工上の工夫や配慮について記載すること。
⑥　評価対象者数が１者の場合、不適切な提案以外は、提案項目ごとに最高点を付与する。

⑦　最高点者加算（1.0点）については、提案項目ごとの評価点の合計が最高の者に加算するものとし、最高点者が複数の場合はそれらに1.0点ずつ加算するものとする。なお、評価対象者数が1者しかない場合又は評価点の合計が全者0点の場合は加算しないものとする。

別紙　　技術提案評価項目Ａにおいて申請内容に錯誤等があった場合の取扱い

１　取扱いの基本

　(1) 申請内容に錯誤があった場合は、過小評価については自己評価点で評価（点数変更なし）、過大評価については最低点による再評価（０点）とし、具体的な判断基準は２のとおりとする。

　(2) 申請内容を証明する資料が提出されない場合は、その項目は最低点による再評価（０点）とする。

　(3) 配置予定技術者の要件について、申請した技術者以外の者を配置しようとする場合は、配置予定技術者の要件に係る項目は最低点による再評価（０点）とする。

２　具体的な判断基準
	評価項目
	申請内容に錯誤があった場合

	
	自己評価点（点数変更なし）
	最低点再評価（0点）

	企業の施工能力
	施工実績
	・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なるが、配点区分に変更がない場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分で申請された場合
	・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・申請が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・客観性の乏しい証明書類により証明した場合

	
	工事成績評定
	・自己評価点が申請点数より下位の配点の場合

・申請点数が間違っているが、配点区分に変更がない場合

・申請点数が間違っており、下位配点区分で申請された場合
	・自己評価点が申請点数より上位の配点の場合

・申請点数が実績点数と異なり、下位配点区分に変更となる場合

・発注業種と異なる工事成績を申請した場合

・県以外の機関の工事成績評定点を申請した場合

	
	経営品質の取組
	・実績なしで申請したにもかかわらず、証明書類等で実績が確認された場合
	・対象期間外の実績を申請した場合

・対象外の表彰実績又はＩＳＯ取得実績等を申請した場合

	
	資格取得の取組
	・実績なしで申請したにもかかわらず、証明書類で実績が確認された場合
	・対象期間外の実績を申請した場合

・評価項目「雇用対策の実績」における新規雇用の評価対象者と同一の者を申請した場合

	配置予定技術者の要件
	施工経験
	・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なるが、配点区分に変更がない場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分で申請された場合
	・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・申請が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・客観性の乏しい証明書類により証明した場合

・主任（監理）技術者、現場代理人以外の施工経験を申請した場合

	配置予定技術者の要件
	配置予定技術者の工事成績評定
	・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なるが、配点区分に変更がない場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分で申請された場合
	・自己評価点が申請点数より上位の配点の場合

・申請点数が実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・主任（監理）技術者、現場代理人以外の工事成績を申請した場合

・県以外の機関の工事成績評定点を申請した場合

	
	配置予定技術者の表彰実績
	・実績なしで申請したにもかかわらず、証明書類等で実績が確認された場合
	・対象期間外の実績を申請した場合

・対象外の表彰実績を申請した場合

	
	配置予定技術者の資格と経験年数
	・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なるが、配点区分に変更がない場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分で申請された場合
	・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・申請が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・今回の発注業種に応じた資格でない場合

	地域精通度等
	一般工事用
	地域内拠点の有無
	・自己評価点が申請より下位の配点の場合
	・自己評価点が申請より上位の配点の場合

	
	
	災害活動の実績等
	・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・実績等なしで申請したにもかかわらず、証明書類で実績が確認された場合
	・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・指定した証明書類で証明されなかった場合

・証明書類が指定した期間外の場合

	
	
	雇用対策の実績
	・実績等なしで申請したにもかかわらず、証明書類で実績が確認された場合
	・対象期間外の実績を申請した場合

・指定した証明書類で証明されなかった場合

	
	
	地域貢献活動の実績
	・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なるが、配点に変更がない場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点で申請された場合

（注）申請実績に基づく配点は、無償奉仕活動と維持修繕業務等の合計点であること。
	・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点に変更となる場合

・次のいずれかの場合で、下位の配点に変更となる場合

※対象期間外の実績を申請した場合

※対象活動以外の実績を申請した場合
※対象業務（建築物の緊急修繕工事を含む）以外の実績を申請した場合

※指定した証明書類で証明されなかった場合

※客観性の乏しい証明書類により証明した場合

（注）申請実績に基づく配点は、無償奉仕活動と維持修繕業務等の合計点であること。



	地域精通度等
	災害復旧工事用
	地域内拠点の有無
	一般工事用と同じ

	
	
	災害協定の有無
	・協定なしで申請したにもかかわらず、証明書類で協定の締結が確認された場合
	・証明書類が指定した期間外の場合

	
	
	雇用対策の実績
	一般工事用と同じ

	
	
	災害活動の実績
	・自己評価点が申請実績より下位の配点の場合

・実績なしで申請したにもかかわらず、証明書類で実績が確認された場合
	・自己評価点が申請実績より上位の配点の場合

・申請実績が証明書類で確認した実績と異なり、下位の配点区分に変更となる場合

・対象期間外の実績を申請した場合

・指定した証明書類で証明されなかった場合

	
	
	災害応急工事の実績
	・実績なしで申請したにもかかわらず、証明書類で実績が確認された場合
	・指定した災害以外の災害での実績を申請した場合

・客観性の乏しい証明書類により証明した場合


第３章　具体的な事務処理

１　事務処理フロー（例）

(1) 簡易２型

[image: image1.emf]技術的難易度評価

【入札担当部】 【工事担当部】

質問書に対する回答作成

入札参加申請・技術提案受理

決裁

入札公告（縦覧開始）

設計・積算等発注準備

競争入札審議会（要件設定）

評価結果集計表作成

契約

入札

資格審査書類の受理・審査、技術提

案評価項目Ａ確認資料の受理

資格審査書類・技術提案評価項目Ａ

確認資料の提出

結果受理

設計図書に係る質問書提出

回答受理

【入札参加者】

入札参加申請・技術提案提出

工事施行伺いの起案

施行伺いの入札担当合議

工事監理　提案事項の担保

工事着手

契約手続き

入札結果の公表

審査

部内決裁

総合評価落札方式事務処理フロー（簡易２型）

資格審査書類・技術提案評価項目Ａ

確認資料の提出依頼

落札者の決定・通知

入札日

部内決裁

開札・総合評価点算定

資格確認結果通知

設計図書に係る質問書提出期限

設計図書に係る質問書回答期限

技術提案評価項目A確認資料の

審査

4日間

添付

（実施要領別紙総合評価算定基準）

提出

送付

（評価基準様式1、3号）

送付

（評価基準様式1号）

※ 落札候補者が２名以上いる時

は、くじ引きを行う。

実施要領：総合評価落札方式競争入札実施要領

評価基準：総合評価落札方式競争入札技術評価基準

4日間


(2) 標準型、簡易１型

[image: image2.emf]資格確認結果通知

決裁

設計図書に係る質問書提出期限

設計図書に係る質問書回答期限

資格審査書類・技術提案評価項目Ａ

確認資料の提出依頼

審査

部内決裁

設計図書に係る質問書提出

回答受理

契約

落札者の決定・通知

入札結果の公表

【入札参加者】

入札参加申請・技術提案提出

工事施行伺いの起案

入札

資格審査書類の受理・審査、技術提

案評価項目Ａ確認資料の受理

資格審査書類・技術提案評価項目Ａ

確認資料の提出

結果受理

【入札担当部】

総合評価落札方式事務処理フロー（標準型、簡易１型）

技術提案評価決定

【工事担当部】

工事監理　提案事項の担保

工事着手

契約手続き

施行伺いの入札担当合議

開札・総合評価点算定

技術提案評価項目A確認資料の

審査

入札公告（縦覧開始）

設計・積算等発注準備

入札日

競争入札審議会（要件設定）

提案内容確認（採点案作成）

質問書に対する回答作成

部内決裁

入札参加申請・技術提案受理

技術評価委員会

技術的難易度評価

7日間

4日間

添付

（実施要領別紙総合評価算定基準）

送付

（評価基準様式1、2号）

送付

（評価基準様式1、2、3号）

提出

学識経験者意見聴取

（標準型のみ）

※ 落札候補者が２名以上いる時

は、くじ引きを行う。

実施要領：総合評価落札方式競争入札実施要領

評価基準：総合評価落札方式競争入札技術評価基準


【低入札価格調査の対象者がいる場合】











２　総合評価落札方式の標準的な処理日数（例）

　(1) 設計額5千万円未満の工事

(2) 設計額5千万円以上5億円未満の工事

(3) 設計額5億円以上の工事

３　技術評価点に関する問い合わせ、苦情への対応

 (1)技術提案評価項目Ｂ、Ｃの技術評価点の詳細な問い合わせ

入札参加者から自らの技術評価点について説明を求められた場合には、工事担当部の工事担当者及び技術指導担当者等が同席のうえ説明すること。なお、入札担当者が工事担当部に同席を求められた場合は、必要に応じて同席するものとする。

問い合わせの期限は、落札決定日の翌日を起算日として１４日以内（休日を含まない。）とする。それ以降の問い合わせには応じないものとする。

なお、上記説明は「県営建設工事入札契約苦情対応要領（平成１５年７月３０日付け総務第497号）」に基づく「苦情申立て」とは別に設けるものである。
事務処理フロー

	公表された入札結果により、入札参加者が自らの技術評価点を認知



	入札参加者から入札担当部への問い合わせ

（入札担当者は面談日の調整、会場手配を行う。なお、入札参加者から技術評価点の内訳のみ問い合わせたい旨、申し出があった場合は入札担当者が口頭で回答する。）



	入札参加者と発注機関の面談

（工事担当部の工事担当者及び技術指導担当者等が同席し、当該入札参加者の技術評価点の内容を説明する。）


(2) 苦情申立て

　苦情の申立てについては、県営建設工事入札契約苦情対応要領に基づき、手続を行うものとする。

４　技術提案評価項目Aの申請様式（様式第３-１-１号、２号）の作成例

技術提案評価項目Aの申請様式の作成例を以下に示す。



　様式第３－１－１号　　　　　一　般　工　事　用　　　会社名：○○建設㈱
	企業施工能力
	ア　施工実績
	
	

	
	※1　　　 点／1.0点
	工事名
	△△地区○○○○○○　工事
	

	
	（　　　）同種工事の実績あり
	コリンズ登録
	 eq \o\ac(○,有)（登録番号　□□□□□□）　・　無
	

	
	
	最終請負額
	○○,○○○,○○○円
	

	
	（　○　）類似工事の
	発注者
	岩手県○○広域振興局
	

	
	実績あり
	工　期
	平成○○年○月○日～平成○年○月○日
	

	
	(注)JV非代表施工の場合
は、工事概要欄にJV構
成員の施工実績算定式も

記載のこと。
	受注形態等
	単体施工・ＪＶ施工（代表・非代表　％）
	

	
	
	工事概要
	施工延長　Ｌ＝○○○ｍ

上層路盤工　Ａ＝6,500m2

アスファルト舗装工（2層仕上）

　Ａ＝6,450m2
	

	
	
	
	




	地域精通度等
	コ　災害活動等の実績
	
	

	
	※1　　　　点／1.0点
	災害活動
	活動年度
	平成○○年度
	

	
	（　○　）災害応急活動
の実績あり

（　　　）協定締結の実
	
	活動の概要
	台風○号による被災状況を確認するため道路パトロールを実施し、道路管理者に報告
	

	
	　　　　　績あり
	災害時における応急対策業務に関する協定
	締結年月日
	平成○○年4月1日
	

	
	　　　　　
	
	県との協定者名
	一般社団法人岩手県建設業協会
	

	
	　　　　　
	
	協定の概要
	(1)　被災情報の収集及び連絡
(2)　障害物除去工事用等の重機・資機材等の調達
(3)　応急復旧工事の実施
	

	
	
	
	




	地　域　精　通　度　等
	　シ　地域貢献活動　

	
	※1
	1.0
	点/1.0点
	
	
	
	
	

	
	　　①　無償奉仕活動の実績　※２
	

	
	
	
	
	年度区分
	活動内容
	活動時期
	活動場所の市町村名
	

	
	（ ○ ）4回／年以上の活動を２年継続して実施

（　　）4回／年以上の活動実施
	○年度
	○○清掃活動
	平成○年○月○日
	○○市○○地内
	

	
	
	
	○○高校測量実習
	平成○年○月○日
	○○市○○地内
	

	
	
	
	○○清掃活動
	平成○年○月○日
	○○町○○地内
	

	
	
	
	○○高校ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ
	平成○年○月○日
	○○市○○地内
	

	
	
	○年度
	○○清掃活動
	平成○年○月○日
	○○市○○地内
	

	
	
	
	道の日清掃活動
	平成○年○月○日
	○○市○○地内
	

	
	
	
	○○清掃活動
	平成○年○月○日
	○○町○○地内
	

	
	
	
	○○高校測量実習
	平成○年○月○日
	○○市○○地内
	

	
	②　維持修繕業務等の実績
	

	
	（ ○ ）対象５年間で２業務以上の実績

	実績年度
	平成○年度
	

	
	
	実績業務（工事）名
	一般国道○○号○○地区ほか道路除排雪業務委託
	

	
	
	履行場所
	○○市○○地内ほか
	

	
	
	発注者
	○○地方振興局長
	

	
	
	履行期間
	平成○年○月○日～平成○年○月○日
	

	
	
	受注形態
	元請　・　一次下請
	

	
	
	業務（工事）内容
	道路除排雪
	

	
	
（　　）対象５年間で１業務の実績

	実績年度
	平成○年度
	

	
	
	実績業務（工事）名
	一般国道○○号○○地区ほか道路維持修繕業務委託
	

	
	
	履行場所
	○○市○○地内ほか
	

	
	
	発注者
	○○地方振興局長
	

	
	
	履行期間
	平成○年○月○日～平成○年○月○日
	

	
	
	受注形態
	元請　・　一次下請
	

	
	
	業務（工事）内容
	道路施設の修繕及び沿道の草刈等　
	

	
	
	
	


　【注意事項】

・評価項目の記入にあたっては、証明書類等を十分確認のうえ、過不足なく記入する。

・自己評価点を記入するにあたっては、入札公告（別紙）に示す評価基準を確認する。
・事後審査時に自己評価点及び申請内容の誤りが判明した場合は、該当する項目が0点となるので注意のこと。

５　参加申請受付から落札決定まで

(1) 入札参加申請書の提出・総合評価技術提案書の提出

総合評価落札方式については、電子入札システムを使用して入札参加申請書及び総合評価技術提案書を同時に提出することとなる。

　【電子入札システムの操作】

[image: image3.emf]①

②

③

④

⑤

「競争参加資格確認申請書」画面を表示して、

入札参加者の情報を適宜入力します。

①「参照」ボタンを押すと、「ファイルの選択」ダ

イアログが開きます。

②添付ファイルを選択します。選択によっ

て、「ファイル名」のボックスに添付ファイル

が表示します。

③「開く」ボタンを押します。

⑤「提出内容確認」ボタンを押します。

ファイル名のつけ方

ファイル名は、入札者の名称、入札する工事名

など、ほかの入札案件のファイルとまちがえるこ

とがなく判別できるよう、

.doc

、

.xls

、

.pdf

などの拡

張子を含め

20

文字程度を目安に固有のファイ

ル名称としてください。

④「添付資料追加」ボタンを押すと、、

「添付資料」のボックスにに添付ファイ

ルが表示します。複数ファイルを添付資

料として添付するときは、①から④まで

の操作を繰り返します。


[image: image4.emf]注)　総合評価落札方式は、入札参加申請書のほかに技術提案書を提出します。入札参加申請の作業を行う

　前に添付資料として提出するファイルを確認してください。

⑥「印刷」ボタンを押します。

⑦「印刷」ボタンを押して、「競争参加

資格確認申請書」を印刷します。

⑥

⑦

⑧「閉じる」ボタンを押して、印刷画面

を閉じ、１つ前の画面を表示させます。

⑧

⑨

⑨「提出」ボタンを押します。


なお、電子入札システムを使用して総合評価技術提案書を提出する際には、以下の点について確認のうえ提出すること。

Ⅰ　表紙に記載された工事名、工事場所、入札者名に誤りがないか。また、記載漏れはないか。

Ⅱ　入札公告で定められた各様式が漏れなく添付されているか。
※　入札担当部所においては、提出済みの入札参加申請書及び総合評価技術提案書に係る入札参加者への補正の連絡は一切行わないが、入札参加者において記載漏れ等を発見した場合には、入札参加申請書受付期限前であれば、公告を所管する入札担当部署に再申請手続を依頼し、記載漏れを修正した入札参加申請書等を、入札参加申請書受付期限までに提出することは可能であること。ただし、提出が間に合わなかった場合は入札参加が認められないので注意をすること。

また、ＩＣカードの更新等のため電子入札システムが使用できない場合には、紙入札での入札参加が可能であるので、公告を所管する入札担当部署に連絡を行なうこと。

紙入札で入札参加申請書を提出する際には、上記Ⅰに加え以下の点に注意すること。

・
入札参加申請書の記載内容及び総合評価技術提案書の記載内容並びに添付様式に漏れがなく、所定の箇所に代表者印が押されているか。なお、紙で提出の際には封印し、所要事項として商号又は氏名、工事名及び総合評価技術提案書等在中と記載し提出すること。
(2) 入札執行

電子入札システムを使用しての入札時間は、午前９時から午後５時までであること。

なお、入札をする際には以下の点に注意をすること。

Ⅰ　電子入札システムの入札画面に入力した入札金額と工事費内訳書（総括）の金額が一致しているか。

Ⅱ　正しい工事名及び工事場所が工事費内訳書（総括）に記載されているか。また、誤って別の工事用に作成した工事費内訳書（総括）を添付していないか。

また、紙入札で入札書を提出する際には、以下の３点に注意をすること。
・　封筒が封かんされていること。
・　表面に工事名、工事場所、入札者名が誤りなく記載されていること。
・　工事費内訳書（総括）が添付され、かつ工事費内訳書（総括）の所定の箇所に代表者印が押印されていること。

(3) 事後審査

開札後、総合評価点の最も高い者（以下「落札候補者」という。）について、次のとおり事後審査を行う。なお、平成25年4月から、１者入札の場合は技術提案評価項目Ａの開札後審査は行わない取扱いとしている。
Ⅰ　発注機関は保留通知において、落札候補者に対し、入札参加資格確認書類及び技術提案評価項目Ａの内容を確認する書類を持参により提出することを求めるので、通知を受けた落札候補者は提出期限内（いずれも２日以内（休日を除く。））に必要書類を提出すること（１者入札の場合は、技術提案評価項目Ａの確認書類の提出は求めない。）。
　　なお、「入札参加資格確認書類」は入札担当部が、「技術提案評価項目Ａ確認書類」は工事担当部が同時期に別々に審査するため、それぞれの確認書類ごとに明確に分けて提出すること（重複する確認書類は２部提出することとなります。）。
Ⅱ　発注機関は、提出された入札参加資格確認書類及び技術提案評価項目Ａの確認書類の審査を行う。

Ⅲ　落札候補者が落札決定の対象とならなかった場合は、発注機関は次順位者にⅠの通知を行ったうえで、Ⅱの審査を行う。

Ⅳ　入札参加資格及び技術提案評価項目Ａの審査を行った者が、落札者となるための要件を満たさなかった場合には、次のいずれかの通知を行う。

Ａ　入札参加資格を満たさなかった者又は技術提案評価項目Ａの審査結果により入札が無効となった者に対しては、条件付一般競争入札実施要領（様式第10号）の例により、入札参加資格要件不適格通知を行う。

Ｂ　技術提案評価項目Ａの申請内容に錯誤等があり、点数変更（減点）があったために落札者とならなかった者に対しては、その旨の通知を行う。

(4) 落札決定

発注機関は(3)の事後審査の結果、総合評価点の最も高い者を落札者として決定し、落札者に通知するとともに入札結果の公表を行う。

６　具体的な評価基準について

①　入札結果の公表に当たっては、入札調書に併せて「具体的な評価基準」を公表する。様式は、「県営建設工事の請負契約に係る入札及び契約に関する情報の公表要領」様式第３－１号（標準型）又は様式第３－２号（簡易１型）となる。

②　様式第３－１号又は第３－２号は、工事担当部において作成するものである。

なお、その内容は、技術評価において作成される「技術提案評価項目（Ｂ又はＣ）採点表」中「審査前にあらかじめ設定した評価基準」と同じである。
③　様式第３－１号又は第３－２号は、ＰＤＦ化して入札調書と同様にホームページ上で公表する。また、縦覧室等での閲覧にも供する。

７　契約書作成時の留意点

○提案事項の確認と担保

落札者が提出した技術提案書の内容（やむを得ない理由として発注者が認めた事項又は発注者からの指示により採用しなかった事項を除く。）を現実の工事において実現させるため、発注担当部等が作成した契約書添付資料『技術提案に基づく施工』を契約書に綴り込む。

第４章　技術提案の審査

入札参加者から提出された技術提案は、工事担当部が審査する。

提出資料の確認や評価判断に支障がないようにするため、入札参加者は、入札公告に添付されている「総合評価点算定基準」、総合評価落札方式条件付一般競争入札説明書の「Ⅱ技術提案評価事項」及び総合評価落札方式競争入札技術評価基準の別紙「評価基準及び配点」を十分確認のうえ技術提案書を作成すること。
１　技術提案評価項目Ａの審査（簡易１型、２型、標準型共通）
審査は、入札参加者による自己評価結果を入札後に提出を求めた証明資料等で確認することで行う。

しかし、証明資料等で申請内容を確認した際に、内容を確認できない場合も想定されるため、その場合の取扱いを以下に示す。

(1) 技術提案評価項目Ａにおいて申請内容に錯誤等があった場合の取扱い

1)　取扱いの基本

・申請内容に錯誤があった場合は、過小評価については自己評価点で評価（点数変更なし）し、過大評価については最低点による再評価（０点）とする※。

※　審査は、自己評価点を最高得点とし、減点方式により行う。なお、自己評価点が満点を超える場合は、入札前審査の時点でその評価項目は０点とする。
　　　・申請内容を証明する資料が提出されない場合は、その項目は最低点による再評価（０点）とする。
　　　・配置予定技術者の要件について、申請した技術者以外の者を配置しようとする場合は、配置予定技術者の要件に係る項目は最低点による再評価（０点）とする。

2)　具体的な判断基準

各項目ごとの取扱いは、「第２章　技術提案評価項目」の別紙「技術提案評価項目Ａにおいて申請内容に錯誤等があった場合の取扱い」（P15～P17）を参照のこと。
なお、提出された資料等で事実の確認ができない場合は、発注者から入札参加者へ確認するとともに、必要があれば、追加資料の提出を求めることもある。

(2) 一般工事用
1)　企業の施工能力

	評価項目
	審査内容

	ア　施工実績

元請としての同種・類似工事の施工実績を評価する。

平成14年４月１日以降に完成し申請期限の日までに引渡しが完了した工事を対象とする。
	実績の有無

過去15年


【審査資料】

①　様式第3-１-１号　企業の施工能力

②　CORINS又は工事契約書等（CORINSに登録されていない場合）

【留意事項】

①　同種工事と類似工事の対象となる工事は、公告に明示されているので、それに基づき審査する。

②　県営工事以外の実績についても評価対象とするが、証明資料等に押印がない等、客観性をもって必要条件を確認できない場合は評価しない。

③　特定ＪＶの構成員として施工した工事については、出資比率が20％以上の場合のものに限る（総合評価点算定基準において、代表者として施工した場合のものに限るとの記載がある場合はそれによる。）ものとし、その施工数量にあっては、その工事の施工数量に代表者の出資比率に対する当該者の出資比率の割合を乗じて得られた施工数量を施工実績として認めるものとする。
〔特定ＪＶ構成員の施工実績＝特定ＪＶ施工数量×（構成員の出資比率／代表者の出資比率〕

　　また、経常ＪＶ及び復興ＪＶの構成員として施工した工事の施工数量については、その工事の施工数量に当該者の出資比率を乗じて得られた施工数量を施工実績として認めるものとする。
〔経常ＪＶ（復興ＪＶ）構成員の施工実績＝経常ＪＶ（復興ＪＶ）施工数量×構成員の出資比率〕

④　申請期限の日とは、総合評価技術提案書提出期限の日をいう。

⑤　同種・類似工事の実績はCORINSで確認するものとし、CORINSに登録されていない場合は契約書の写し（工事名、工期、最終請負額、発注者及び受注者印、工事実績が確認できる部分）により確認する。また、CORINS等の記載内容で工事内容等が不明な場合については、契約書に添付している平面図、構造図、数量総括表等により確認する。

なお、実績内容が判別できない場合は、実績なしと判定する。
（例１）同種工事：植生基材吹付工　3,000ｍ２
類似工事：植生基材吹付工　1,500ｍ２

申請内容：植生基材吹付工　2,500ｍ２
証明書類：CORINSの写し

CORINS記載内容：植生工　2,500ｍ２
※　この場合、「植生基材吹付工」の実績が確認できないため評価されない

（例２）同種工事：植生基材吹付工　3,000ｍ２
類似工事：植生基材吹付工　1,500ｍ２
申請内容：植生基材吹付工　2,500ｍ２
証明書類：CORINS及び契約書の写し

CORINS記載内容：植生工　2,500ｍ２
契約書（数量総括表）記載内容：植生基材吹付工　2,500ｍ２
※　この場合、「植生基材吹付工」の実績が確認できるので評価される
	評価項目
	審査内容

	イ　工事成績評定

発注業種の工事成績評定点（対象5年間、平成2４年度から平成2８年度の期間）の平均値（小数点以下第２位を四捨五入１位止め）で評価する。
なお、対象の評定点がない場合は、評価点を０点とする。

評価の対象工事は、岩手県が発注した工事のうち、当該発注工事と同じ発注業種の工事とする。
	５カ年の工事成績評定点の平均値

（工事成績の評価は、「工事実績がある年度の数」で割る。）


【審査資料】様式第3-１-１号　企業の施工能力

【留意事項】

①　工事種別ごとの年度別の工事成績（平成2４年度から平成2８年度までの５年間）

工事種別ごとの工事成績は、年度ごとに次の計算式に基づき算出される。


計算例１　５カ年の全年度に工事成績がある場合

○○建設(株)　発注業種：土木工事　　

工事成績：H2４「80点」、H2５「75点」、H2６「70点」、H2７「90点」、H2８「83点」　

（80＋75＋70＋90＋83）/５　＝79.6点

（小数点以下第２位を四捨五入１位止め）

計算例２　５カ年のうち工事成績がない年度がある場合

○○建設(株)　発注業種　舗装工事　（３カ年のみ工事成績がある場合）

工事成績：H2４「なし」、H2５「91点」、H2６「85点」、H2７「89点」、H2８「なし」

（91＋85＋89）/３　　　　　　＝88.33≒88.3点　

（小数点以下第２位を四捨五入１位止め）

②　工事成績評定については、建設技術振興課のホームページで公表されている工事成績評定点を確認のうえ、申請欄及び自己評価点欄を記入し提出すること。
工事成績評定掲載ホームページ：

http://www.pref.iwate.jp/kensetsu/nyuusatsu/sougou/005648.html
③　５カ年の工事成績が全てない場合、評価点は０点となる。

④　平均点のみを記載すること。
	評価項目
	審査内容

	ウ　経営品質の取組　※災害復旧工事用では評価なし
以下のに示す３項目いずれかの実績があれば評価する。

①岩手県が行った、平成24年度から平成28年度の「優良県営建設工事表彰（優良下請負企業表彰を含む。）」の受賞

②申請期限の日現在有効なISO9001又はISO14001の認証取得、若しくは 「いわて地球環境にやさしい事業所」３つ星以上の認定

③岩手県が前年度までに行った「新分野進出等表彰（奨励企業を含む。）」の受賞
	受賞の有無

認証取得の有無

認定の有無




【審査資料】

①　様式第3-１-１号　企業の施工能力

②　ＩＳＯは、登録証など認証を証明する書類
【留意事項】

①　「優良県営建設工事表彰（優良下請負企業表彰を含む。）」の受賞の有無は、県が保有するデータで確認する。
②　ＩＳＯ又はいわて地球環境にやさしい事業所は、申請期限の日において有効なものに限り評価する。申請期限の日とは、総合評価技術提案書提出期限の日をいう。
③　「いわて地球環境にやさしい事業所」は、３つ星以上の認定があれば評価する。認定の有無は、県が保有するデータで確認する。

④　県の「新分野進出等表彰制度」の受賞（※奨励企業の認定を含む。）の有無は、県が保有するデータで確認する。

	　評価項目
	審査内容

	エ　資格取得の取組　※災害復旧工事用では〔ウ　資格取得の取組〕
平成27年4月1日から申請期限の日までに以下のいずれかの場合の実績があれば評価する。なお、評価項目「サ　雇用対策の実績」（※１）における新規雇用の評価対象者と同一の者は評価対象外とする。
・新たに資格を取得した職員がいる場合

・資格を所有している者を新たに常時雇用した場合
	資格取得の有無

資格取得者採用の有無




※１　災害復旧工事用では、「ケ　雇用対策の実績」
【審査資料】

①　様式第3-１-１号　企業の施工能力

②　資格者証又は取得資格内容を証明する書類の写し

③　採用日及び常時雇用を証明する書類の写し
【留意事項】

①　対象となる資格は、「第２章 １ (1) 3)【一般工事、災害復旧工事共通】⑦」（Ｐ7～9）の表に示す資格とし、発注業種は問わない。

②　法令による資格証若しくは内容を証明する書類及び雇用関係を証明する資料の写しで確認する。

③　評価項目「サ　雇用対策の実績」（※１）における新規雇用の評価対象者と同一の者は評価対象外とする。

④　申請期限の日とは、総合評価技術提案書提出期限の日をいう。

2)　配置予定技術者の要件

	評価項目
	審査内容

	オ　施工経験　※災害復旧工事用では〔エ　施工経験〕
同種・類似工事を、元請の主任（監理）技術者又は現場代理人として施工した経験（現場代理人については今回工事の配置技術者として必要な資格を当該工事施工時に有していた場合に限る。）により評価する。対象となる工事は、平成14年４月１日以降に完成し申請期限の日までに引渡しが完了した工事とする。
	実績の有無

過去15年


【審査資料】

①　様式第3-１-１号　配置予定技術者の要件

②　CORINS又は同種・類似工事の契約書(CORINSに登録されていない場合)の写し

③　法令による資格・免許の内容を証明する書類の写し

④　当該工事に現場代理人として従事した場合は、今回工事の配置技術者として必要な資格を当該工事施工時から有していたことを確認できる、資格の取得状況を証明する資料の写し

【留意事項】

①　同種工事と類似工事の対象となる工事は、公告に明示されているので、それに基づき審査する。

②　主任技術者、監理技術者が、元請として主任（監理）技術者又は現場代理人として施工した経験を評価対象とする。ただし、現場代理人は今回工事の配置技術者として必要な資格を当該工事施工時に有していた場合に限り評価対象とする。

なお、ここでいう必要な資格とは、次の表に示す資格とする。

技術者資格区分対応表

	
	コード
	資格区分
	建設工事の種類

	
	
	
	土木
	建築
	とび
	電気
	管
	鋼構
	舗装
	しゅ
	塗装
	防水
	機械
	通信
	造園
	さく
	水道
	消防

	
	001
	法第７条第２号イ該当
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△

	
	002
	法第７条第２号ロ該当
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△
	△

	
	003
	法第15条第２号ハ該当（同号イと同等以上）
	△
	△
	
	△
	△
	△
	△
	
	
	
	
	
	△
	
	
	

	
	004
	法第15条第２号ハ該当（同号ロと同等以上）
	
	
	△
	
	
	
	
	△
	△
	△
	△
	△
	
	△
	△
	△

	建設業法
	111
	１級　建設機械施工技士
	◎
	
	◎
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	212
	２級　　　　〃　　　　（第１種～第６種）
	○
	
	○
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	113
	１級　土木施工管理技士
	◎
	
	◎
	
	
	◎
	◎
	◎
	◎
	
	
	
	
	
	◎
	

	
	214
	２級　　　　〃　　　　（土木）
	○
	
	○
	
	
	○
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	○
	

	
	215
	２級　　　　〃　　　　（鋼構造物塗装）
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	216
	２級　　　　〃　　　　（薬液注入）
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	120
	１級　建築施工管理技士
	
	◎
	◎
	
	
	◎
	
	
	◎
	◎
	
	
	
	
	
	

	
	221
	２級　　　　〃　　　　（建築）
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	222
	２級　　　　〃　　　　（躯体）
	
	
	○
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	223
	２級　　　　〃　　　　（仕上げ）
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	○
	
	
	
	
	
	

	
	127
	１級　電気工事施工管理技士
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	228
	２級　　　　〃
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	129
	１級　管工事施工管理技士
	
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	230
	２級　　　　〃
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	133
	１級　造園施工管理技士
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	◎
	
	
	

	
	234
	２級　　　　〃
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	

	建築

士法
	137
	一級　建　築　士
	
	◎
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	238
	二級　　　〃
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	技術士法
	141
	建設・総合技術監理（建設）
	◎
	
	◎
	◎
	
	
	◎
	◎
	
	
	
	
	◎
	
	
	

	
	142
	建設「鋼構造及びコンクリート」・総合技術監理（建設「鋼構造及びコンクリート」）
	◎
	
	◎
	◎
	
	◎
	◎
	◎
	
	
	
	
	◎
	
	
	

	
	143
	農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」）
	◎
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	144
	電気電子・総合技術監理（電気電子）
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	◎
	
	
	
	

	
	145
	機械・総合技術監理（機械）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	

	
	146
	機械「流体工学」又は「熱工学」・総合技術監理（「流体工学」又は「熱工学」）
	
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	

	
	147
	上下水道・総合技術監理（上下水道）
	
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	◎
	

	
	148
	上下水道「上水道及び工業用水道」・総合技術監理（上下水道「上水道及び工業用水道」）
	
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	
	◎
	◎
	

	
	149
	水産「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）
	◎
	
	◎
	
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	150
	森林「林業」・総合技術監理（森林「林業」）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	◎
	
	
	

	
	151
	森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」）
	◎
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	◎
	
	
	

	
	152
	衛生工学・総合技術監理（衛生工学）
	
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	153
	衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水質管理」）
	
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	◎
	

	
	154
	衛生工学「廃棄物管理」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物管理」）
	
	
	
	
	◎
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	◎
	

	電気工

事士法
	155
	第一種　電気工事士
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	256
	第二種　　　〃　　（３年）
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	電気

事業法
	258
	電気主任技術者（第一種～第三種）（５年）
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	電気

通信
事業法
	259
	電気通信主任技術者（５年）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	

	水道法
	265
	給水装置工事主任技術者（１年）
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	消防法
	168
	甲種消防設備士
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○

	
	169
	乙種　　〃
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○

	職業能力開発促進法
	164
	１級型枠施工
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	264
	２級型枠施工（３年）
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	157
	１級とび・とび工
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	257
	２級とび・とび工（３年）
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	173
	１級コンクリート圧送施工
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	273
	２級コンクリート圧送施工（３年）
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	166
	１級ウェルポイント施工
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	266
	２級ウェルポイント施工（３年）
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	174
	１級冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	274
	２級冷凍空気調和機器施工・空気調和設備配管（３年）
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	175
	１級給排水衛生設備配管
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	275
	２級給排水衛生設備配管（３年）
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	176
	１級配管・配管工
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	276
	２級配管・配管工（3年）
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	170
	１級建築板金「ダクト板金作業」
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	270
	２級建築板金「ダクト板金作業」（３年）
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	181
	１級鉄工・製罐
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	281
	２級鉄工・製罐（３年）
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	188
	１級塗装・木工塗装・木工塗装工
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	288
	２級塗装・木工塗装・木工塗装工（３年）
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	189
	１級建築塗装・建築塗装工
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	289
	２級建築塗装・建築塗装工（３年）
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	190
	１級金属塗装・金属塗装工
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	290
	２級金属塗装・金属塗装工（３年）
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	191
	１級噴霧塗装
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	291
	２級噴霧塗装（３年）
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	

	職業能力開発促進法
	167
	路面標示施工
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	

	
	196
	１級造園
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	

	
	296
	２級造園（３年）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	

	
	197
	１級防水施工
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	

	
	297
	２級防水施工（３年）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	

	
	198
	１級さく井
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	

	
	298
	２級さく井（３年）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	

	
	061
	地すべり防止工事（１年）
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	040
	基礎ぐい工事
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※「県営建設工事競争入札参加資格審査申請の手引き」より

（注） １　「△」は、該当する建設工事の種類においてのみ有効。

２　「◎」は指定業種（５業種）の格付要件で「１級相当」に、「○」及び「△」は「２級相当」にそれぞれ該当するものであること。

３　資格名の右側に括弧書きで記載されている年数は、当該資格を取得するための試験に合格した後、法第７条第２号ハに該当する者となるために必要な実務経験の年数である。

４　職業能力開発促進法による等級区分が２級の場合は、合格後３年以上の実務経験を要する。ただし、平成16年４月１日時点で合格していた者は実務経験１年以上。
③　県営工事以外の実績についても評価対象とするが、証明資料等に押印がない等、客観性をもって必要条件を確認できない場合は評価しない。

④　申請者が配置予定技術者を特定できない場合は、複数の技術者を配置予定技術者とすることができる。この場合、配置予定技術者に係る評価項目算定資料は、全ての配置予定技術者について提出するものとする。なお、配置予定技術者に係る申請者の評価点は、最も低い評価を受けた技術者をもって算定する。

⑤　申請期限の日とは、総合評価技術提案書提出期限の日をいう。

⑥　同種・類似工事の実績はCORINSで確認するものとし、CORINSに登録されていない場合は契約書（工事名、最終請負額、工期、発注者及び受注者印、工事実績が確認できる部分）により確認する。また、CORINS等の記載内容で工事内容等が不明な場合については、契約書に添付している平面図、構造図、数量総括表等により確認する。

⑦　対象工事の主任技術者、監理技術者又は現場代理人であることの証明は、CORINSに登録されている場合はCORINSで、登録されていない場合は、主任技術者、監理技術者又は現場代理人であることを証明する資料の写しにより確認する。

	評価項目
	審査内容

	カ　配置予定技術者の工事成績評定　※災害復旧工事用では〔オ　配置予定技術者の工事成績評定〕
主任（監理）技術者又は現場代理人として施工した、工事成績評定点（対象5年間、平成2４年度から平成2８年度の期間）のうち最高値で評価する。
なお、対象の評定点がない場合は、評価点を０点とする。

評価の対象工事は、岩手県が発注した工事とする。
	５カ年の工事成績評定点の最高値




【審査資料】

①　様式第3-１-１号　配置予定技術者の要件

②　工事成績評定通知書又は請負者施工成績評定証明書の写し
③　当該通知書の工事を担当した主任（監理）技術者又は現場代理人であることを証明する書類の写し

【留意事項】

①　配置予定技術者の工事成績評定は、工事成績評定通知書又は請負者施工成績評定証明書の写しで確認する。

②　配置予定技術者が当該通知書の工事を担当していたことは、CORINSで確認するものとし、CORINSに登録されていない場合は、契約書の写し（工事名、工期、最終請負額、発注者及び受注者印、工事実績が確認できる部分）及び施工計画書（監督員、主任（監理）技術者又は現場代理人の印が確認できる工事打合簿部分の写しを含む。）で確認する。

③　５カ年の工事成績が全てない場合、評価点は０点となる。

	評価項目
	審査内容

	キ　配置予定技術者の表彰実績　※災害復旧工事用では評価なし
平成24年度から平成28年度までの間に、以下のいずれかの実績があれば評価する。

・主任（監理）技術者又は現場代理人として岩手県が行った「優良県営建設工事表彰」（現場代理人については今回工事の配置技術者として必要な資格を当該工事施工時に有していた場合に限る。）の受賞

・「優秀施工者岩手県知事表彰」の受賞

・「東北地方工事安全施工推進大会優良企業（現場代理人）表彰」の受賞
	受賞の有無




【審査資料】

①　様式第3-１-１号　配置予定技術者の要件

②　「優秀施工者岩手県知事表彰」及び「東北地方工事安全施工推進大会優良企業（現場代理人）表彰」の受賞実績は、表彰状の写し

③　「優良県営建設工事表彰」を現場代理人として受賞した工事を申請する場合は、今回工事の配置技術者として必要な資格を当該工事施工時に有していたことを証明する書類の写し

【留意事項】

①　「優良県営建設工事表彰」の受賞の有無は、県が保有するデータで確認する。
②　「優良県営建設工事表彰」を現場代理人として受賞した工事を申請した場合は、今回工事の配置技術者として必要な資格を当該工事施工時に有していたことを証明する書類の写しで確認する。

なお、ここでいう必要な資格とは、「オ　施工経験　【留意事項】②」（P35～37）技術者資格区分対応表に示す資格をいう。

③　「優秀施工者岩手県知事表彰」及び「東北地方工事安全施工推進大会優良企業（現場代理人）表彰」の受賞の有無は、それぞれの表彰状の写しで確認する。

	評価項目
	審査内容

	ク　配置予定技術者の資格と経験年数　※災害復旧工事用では〔カ　配置予定技術者の資格と経験年数〕
一級相当資格を有している場合は、申請期限の日現在における資格取得後の経験年数により評価する。
	資格の有無

取得の経験年数




【審査資料】

①　様式第3-１-１号　配置予定技術者の要件

②　資格者証又は取得資格内容を証明する書類の写し

【留意事項】

①　対象となる資格は、発注業種に応じた、「第２章 １ (1) 3)【一般工事、災害復旧工事共通】⑦」（Ｐ7～9）の表に示す資格とする。

②　法令による資格証若しくは内容を証明する書類及び雇用関係を証明する資料の写しで確認する。

③　申請期限の日とは、総合評価技術提案書提出期限の日をいう。
3)　地域精通度等

	評価項目
	審査内容

	ケ　地域内拠点の有無　※災害復旧工事用では〔キ　地域内拠点の有無〕
工事箇所と本社の所在地に基づき評価する。

　（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、評価基準の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	本社の有無


【審査資料】様式第3-１-１号　地域精通度等
【留意事項】

①　工事箇所と本社の所在地が同一地域内であれば、現場状況の熟知等による円滑な工事執行ができることを期待して評価する。

②　復旧・復興建設工事共同企業体として入札に参加する者の評価は、構成員に県外企業が含まれる場合、評価点は0.5点とする。
	評価項目
	審査内容

	コ　災害活動の実績等

以下のいずれかの実績があれば評価する。

・工事箇所の振興局等管内（注）で平成27年度又は28年度における災害活動実績。
・「災害時における応急対策業務に関する協定」は、申請期限の日現在有効なもので岩手県と締結したものに限る。

（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、上記の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	実績の有無


【審査資料】

①　様式第3-１-１号　地域精通度等

②　災害活動の実績あり、と申請する場合

・総合評価落札方式競争入札実施要領様式第３－９号災害活動実施申告書の写し

③　災害協定の協定締結あり、と申請する場合

・協定書及び地区又は路線等の担当箇所が確認できる資料の写し
【留意事項】

①　災害活動の実績は、総合評価落札方式競争入札実施要領様式第３－９号災害活動実施申告書に対象年度の活動実績を記入したもの（必要項目が全て記入され、押印のあるもの）の写しで確認する。申請書の必要項目が未記入若しくは押印がない場合は評価しない。
②　災害協定の有無は、申請期限の日現在有効な協定書及び担当地区又は担当路線等がわかる資料の写しで確認する。災害協定は岩手県と業界団体との２者で締結したものを評価対象とし、３者で締結（例：国土交通省東北地方整備局長、東北６県知事、業界団体）したものは評価しない。
なお、担当地区又は担当路線等は以下のいずれかの資料で確認する。ただし、担当地区又は担当路線の割り当てが設けられていない協定についてはこの限りでない。
・防災協定証明書（最新の証明書に限る。）の写し

（注：最新の証明書とは、原則、当該年度の日付の証明書とするが、当該年度の体制が確立していない場合は、前年度の日付の証明書でも構わない。）

・広域振興局土木部等に提出した緊急連絡系統図等（最新の資料で、日付が記載された添書も含む。）の写し

③　申請期限の日とは、総合評価技術提案書提出期限の日をいう。

	評価項目
	審査内容

	サ　雇用対策の実績　※災害復旧工事用では〔ケ　雇用対策の実績〕
企業として申請期限の日現在、以下のいずれかの実績があれば評価する。

・「障がい者」の常時雇用

・平成27年4月1日以降に学校を卒業した県内居住者（雇用後に県内居住となった者を含む。）を、正規社員として新規雇用し、１ヶ月以上雇用している状況が継続

・平成28年4月1日以降に県内居住者（雇用後に県内居住となった者を含む。）を正規社員として新規雇用し、１ヶ月以上雇用している状況が継続
	実績の有無


【審査資料】

①　様式第3-１-１号　地域精通度等

②　障害者手帳などの写し及び障害者雇用状況報告書の写し
③　健康保険被保険者証又は雇用保険被保険者資格取得確認通知書の写し

④　賃金台帳及び出勤簿（申請期限の日の属する月の前月の資料とする。）の写し

⑤　住民票又は運転免許証の写し
⑥　卒業証書又は卒業証明書の写し（学卒者の場合のみ）

【留意事項】

①　障がい者雇用の有無

・「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づく障がい者雇用を義務付けられている業者の場合は、公共職業安定所長に提出した「障害者雇用状況報告書」の写しにより法定雇用率を達成していること（若しくは身体障がい者、知的障がい者又は精神障がい者数の不足数が0人であること。）で確認する。

・上記以外の業者の場合は、障がい者の雇用を確認する。

②　学卒者を含む県内居住者の新規雇用

・学卒者の雇用は、平成２7年４月１日以降に学校を卒業した県内居住者（雇用後に県内居住となった者を含む。）を、正規社員として新規雇用し、申請期限の日現在、１ヶ月以上雇用している状況が継続している場合、評価の対象となる。

・学卒者以外の雇用は、平成28年４月１日以降に県内居住者（雇用後に県内居住となった者を含む。）を正規社員として新規雇用し、申請期限の日現在、１ヶ月以上雇用している状況が継続している場合、評価の対象となる。

③　雇用（雇用年月日及び期間）の証明は、次のいずれかの資料の写しで確認する。

・　健康保険被保険者証

記載されている「資格取得年月日」から申請期限の日までの期間が１ヶ月以上となっているか確認する。

・　雇用保険被保険者資格取得確認通知書

「被保険者となった年月日」から申請期限の日までの期間が１ヶ月以上となっているか確認する。

・　賃金台帳及び出勤簿（申請期限の日の属する月の前月の資料とする）

申請期限の日の属する月の前月の出勤簿及び賃金台帳により、出勤状況（１７日以上出勤しているか）及び賃金の支払い状況を確認する。

④　申請期限の日とは、総合評価技術提案書提出期限の日をいう。
	評価項目
	審査内容

	シ　地域貢献活動の実績　※災害復旧工事用では評価なし
　　次の①又は②の実績の有無により評価する。なお、評価点については①と②の評価点を合計した点数とし1.0点を上限とする。
	上限値1.0点

	
	①　無償奉仕活動の実績

工事箇所の振興局等管内（注）で、無償奉仕活動の実績（対象2年間　平成2７年度から平成2８年度の期間）があれば評価する。

（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、上記の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	実績の有無



	
	②　維持修繕業務等の実績

　　工事箇所の振興局等管内（注）で、岩手県が管理する公共施設の維持修繕業務等の実績（対象5年間 平成24年度から平成28年度）があれば評価する。

（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、上記の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	実績の有無

過去５年


【審査資料】

①　様式3-１-１号　地域精通度等

②　無償奉仕活動の実績あり、と申請する場合

・様式第3－８－1号　地域貢献活動実績証明書（無償奉仕活動）の写し（建設技術振興課総括課長から認定を受けた評価点がある場合は添付不要）

③　維持修繕業務等の実績あり、と申請する場合

　・業務期間及び業務内容がわかる契約書等の写し（元請の実績を証明する場合）

・施設管理者が発注した業務の下請契約であることが具体的に挙証できる資料（一次下請の実績を証明する場合）
・様式第3－8―2号地域貢献活動実績証明書（緊急修繕工事）の写し（建築物の緊急修繕工事の実績を証明する場合のみ）

【留意事項】

地域貢献活動の実績は、「無償奉仕活動の実績」と「維持修繕業務等の実績」の評価点を合計した点数とし、上限値1.0点を超えないものとする。

（例１）

無償奉仕活動の実績：4回／年以上の活動を２年継続して実施（1.0点）

維持修繕業務等の実績：対象５年間で２業務以上の実績（1.0点）

評価点の合計：（1.0点）+（1.0点）＝（2.0点）≧上限値1.0点

地域貢献活動の評価点：1.0点　※上限値を超えない

（例2）

無償奉仕活動の実績：4回／年以上の活動を実施（0.5点）

維持修繕業務等の実績：対象５年間で１業務の実績（0.5点）

評価点の合計：（0.5点）+（0.5点）＝（1.0点）＝上限値1.0点

地域貢献活動の評価点：1.0点

Ⅰ　無償奉仕活動の実績

①　無償奉仕活動（災害活動を除く。）の実績は、以下の活動への人的支援の実績がある場合、評価対象とする。

ａ　道路、河川、海岸、ダム、公園、水路、ため池の清掃（草刈、花壇整備を含む。）活動

ｂ　就業体験学習の支援（インターンシップ）

ｃ　高等学校及び専門学校の実習授業への講師派遣

ｄ　国、地方自治体（国土交通省、農林水産省関連）、土地改良区が主催する行事への支援

ｅ　建設業に関する啓発活動（小中学校を訪問して行う建設業体験支援等）

なお、第三者の証明押印があるものの写しによって確認することとし、各項目ごとの証明者は以下のとおりとする。

ａ：施設管理者

ｂ、ｃ、e：学校長
 d：国、地方自治体（国土交通省、農林水産省関連）、土地改良区の課長等

また、工事契約においての活動は対象としない。
②　事前評価点を取得済みの入札参加者は、認定を受けた評価点を自己評価点欄に記載のこと。なお、実績の有無は、県が保有するデータで確認するので、活動内容等の記載及び添付資料の提出は必要ない。

ただし、発効日が申請期限の日の翌日以降である場合は、③の事前評価点を未取得の入札参加者の例によること。
③　事前評価点を未取得の入札参加者は、様式第3－1－1号記載の内容及び総合評価落札方式競争入札実施要領様式第3－8―1号「地域貢献活動実績証明書（無償奉仕活動）」の写しで確認する。
④　事前評価点を未取得の入札参加者は、今後の入札における事務軽減を図るため、速やかに「地域貢献活動実績証明書事前審査申請書」と総合評価落札方式競争入札実施要領様式第3－８―1号の「地域貢献活動実績証明書（無償奉仕活動）」の写を建設技術振興課に提出し、事前評価点を取得することが望ましい。

事前審査に関しては、建設技術振興課ホームページを確認すること。

http://www.pref.iwate.jp/kensetsu/nyuusatsu/sougou/index.html
Ⅱ　維持修繕業務等の実績

　①　岩手県（指定管理者を含む。）が管理する公共施設の維持修繕業務等の実績は、元請又は一次下請として次の実績がある場合、評価の対象とする。ただし、点検のみの業務の実績の場合は評価の対象としない。

ａ　道路、河川、砂防、海岸、ダム、公園、港湾、空港、下水道、漁港の維持修繕業務又は草刈業務（支障木除去業務を含む。）

ｂ　道路、港湾、空港、漁港の施設の除排雪業務

ｃ　建築物の維持修繕業務又は施設管理者が発注した建築物の緊急修繕工事（施設管理者から修繕の依頼を受けて速やかに着手する必要がある工事）

②　維持修繕業務等の実績は以下の資料により確認する。

ａ　元請の実績については、業務期間及び業務内容がわかる契約書等の写し

ｂ　一次下請の実績については、管理者が発注した業務の下請契約であることが具体的に挙証できる資料（個別契約書又は注文書・請書及び施工体系図等）の写し

　　ｃ　建築物の緊急修繕工事の実績については、様式第３―８－２号緊急工事対応証明書に施設管理者の押印があるものの写し

　③　指定管理者が管理する公共施設の維持修繕業務等の実績の場合は、維持修繕業務の発注者又は建築物の緊急修繕工事の証明者が、岩手県が指定する指定管理者であること。維持修繕業務の発注者又は建築物の緊急修繕工事の証明者が指定管理者以外の場合は評価しない。
　④　評価対象期間内に債務負担行為に係る契約で実施した業務（地域維持型方式等）は、部分払いが発生する会計年度ごとに１業務として評価するものとする。

　　　なお、会計年度ごとの部分払いの確認は、業務出来高検査通知書又は指定部分完成検査通知書の写しで確認する。

　　（例１）H26年度に部分払いの実績があり、H27年度に業務を完了した実績がある場合

評価対象期間：H24年度からH28年度

契約期間：H25年度からH27年度

部分払い：H25年度に０回、H26年度に２回　→　１業務（※）
完成払い：Ｈ27年度　→　１業務
証明書類：契約書、H26年度の業務出来高検査通知書又は指定部分完成検査通知書の写し

維持修繕業務等の実績：２業務として評価
※　なお、１会計年度に２回以上の部分払いがあった場合であっても１業務として評価する。

（例２）契約期間がH29年度まで継続しているが、H28年度に部分払いの実績がある場合

評価対象期間：平成24年度からH28年度

契約期間：H27年度からH29年度

部分払い：H27年度に0回、H28年度に２回　→１業務（※）
証明書類：契約書、H28年度の業務出来高検査通知書又は指定部分完成検査通知書の写し

維持修繕業務等の実績：１業務として評価
※　なお、１会計年度に２回以上の部分払いがあった場合であっても１業務として評価する。

　　⑤　共同企業体の構成員としての実績は、共同企業体協定書の写しにより確認する。

(3) 災害復旧工事用
「1)　企業の施工能力」、「2)　配置予定技術者の要件」及び「3)　地域精通度等」のうち「キ　地域内拠点の有無」、「ケ　雇用対策の実績」については、「一般工事用」を参照のこと。

3)　地域精通度等

	評価項目
	審査内容

	ク　災害協定の有無

申請期限の日現在有効な、岩手県と「災害時における応急対策業務に関する協定」締結の実績があれば評価する。
	実績の有無


【審査資料】

①　様式第3-１-2号　地域精通度等
②　協定書及び地区又は路線等の担当箇所が確認できる資料の写し
【留意事項】

①　災害協定の有無は、申請期限の日現在有効な協定書及び担当地区又は担当路線等がわかる資料の写しで確認する。災害協定は岩手県と業界団体との２者で締結したものを評価対象とし、３者で締結（例：国土交通省東北地方整備局長、東北６県知事、業界団体）したものは評価しない。
なお、担当地区又は担当路線等は以下のいずれかの資料で確認する。ただし、担当地区又は担当路線の割り当てが設けられていない協定についてはこの限りでない。
・防災協定証明書（最新の証明書に限る。）の写し

（注：最新の証明書とは、原則、当該年度の日付の証明書とするが、当該年度の体制が確立していない場合は、前年度の日付の証明書でも構わない。）

・広域振興局土木部等に提出した緊急連絡系統図等（最新の資料で、日付が記載された添書も含む。）の写し

②　申請期限の日とは、総合評価技術提案書提出期限の日をいう。

	評価項目
	審査内容

	コ　災害活動の実績

工事箇所の振興局等管内で平成27年4月1日から申請期限の日までの災害活動実績があれば評価する。
　（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、評価基準の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	実績の有無


【審査資料】

①　様式第3-１-2号　地域精通度等

②　総合評価落札方式競争入札実施要領様式第３－９号災害活動実施申告書の写し

【留意事項】

①　災害活動の実績は、総合評価落札方式競争入札実施要領様式第３－９号災害活動実施申告書に対象年度の活動実績を記入したもの（必要項目が全て記入され、押印のあるもの）の写しで確認する。申請書の必要項目が未記入若しくは押印がない場合は評価しない。
②　申請期限の日とは、総合評価技術提案書提出期限の日をいう。

	評価項目
	審査内容

	サ　災害応急工事の実績

元請として工事箇所の振興局等管内（注）で発生した当該災害に係る応急工事を施工した実績を評価する。

申請期限の日までに引渡しが完了した工事を対象とする

　（注）　入札公告に添付されている総合評価点算定基準において、振興局等管内を岩手県内としている場合は、上記の「工事箇所の振興局等管内」は「岩手県内」と読み替えて適用する。
	実績の有無


【審査資料】

①　様式第3-１-2号　地域精通度等　

②　ＣＯＲＩＮＳの写し若しくは応急工事の契約書等

【留意事項】

①　応急工事の対象となる当該災害は、公告に明示されているので、これに基づき審査する。

②　「応急工事」とは、災害復旧事業（補助）に採択される応急工事を対象としており、維持修繕業務委託等で実施した応急工事は評価の対象とならない。

（注：国の災害査定で採択される応急工事のみが対象となる。）

③　県営工事以外の実績についても評価対象とするが、証明資料等に押印がない等、客観性をもって必要条件を確認できない場合は評価しない。
④　申請期限の日とは、総合評価技術提案書提出期限の日をいう。

⑤　応急工事の実績は、CORINSの「工事名」及び「工期」、「施工場所」で確認するものとし、CORINSに登録されていない場合は契約書の写し（工事名、施工場所、工期、契約金額、発注者、請負者印を有する部分）の「工事名」及び「工期」、「施工場所」で確認する。

また、CORINS等で確認できない場合は、CORINS若しくは契約書の写しのほかに応急工事であることが確認できる資料（図面、施工計画書等）で確認する。
なお、応急工事の確認ができない場合は評価しない。
２  技術提案評価項目Bの審査　（標準型に適用）

	評価項目
	評価内容
	評価基準
	評価点

	選択項目
ア　総合的なコスト縮減

イ　工事目的物の性能、機能の向上

ウ　社会的要請への対応
	①（個別の提案課題：入札公告による）


	提案項目数は5項目までとする
	

	
	
	提案項目ごとに評価する
	提案が優れている
	3.0

	
	
	
	提案がやや優れている
	1.5

	
	
	
	提案が適切である
	0.7

	
	
	
	提案が不適切である
	0.0

	
	
	評価点を合算する（最大3.0×5項目）
	最大15.0

	
	
	最高点者加算
	1.0

	
	
	小計（ａ）
	16.0

	
	②発注者が指定した上記課題以外の選択項目に資する技術提案について
	提案項目数は2項目までとする

	
	
	提案項目ごとに評価する
	提案が優れている
	2.0

	
	
	
	提案が適切である
	1.0

	
	
	
	提案が不適切である
	0.0

	
	
	評価点を合算する（最大2.0×2項目）
	最大4.0

	
	
	小計（ｂ）
	4.0

	評価点合計

（Ｂ）
	（ａ［16.0］）+（ｂ［4.0］）
	20.0


【審査資料】

①　選択項目　　様式第3-２-1号～3-２-3号

【留意事項】

①　評価できないもの
ａ　提案枚数（A4判 2枚）を超過

ｂ　記入文字の大きさが10ポイント未満

ｃ　技術提案書に付随する参考資料を添付
②　項目数を超える提案した場合は、記載順に所定の項目数までを評価対象とし、これ以降の提案は評価しない。

③　様式で示している欄に対する行の高さ・列の幅の変更及び余白幅の変更は、適宜行って構わない。
④　提案様式の記載上の注意

例：（様式第３－２－１号：標準型提案事項）　　　　　　　　　　全　　枚中の　　枚目
【選択項目１：総合的なコストの縮減に関する提案】

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	提案事項
	所見内容

	発注者が指定した課題
	入札公告による
	提案①：

発注者が指定した提案課題について、受注者として達成目標（効果）、達成目標に対する手法（やり方）及び手法に対する根拠（裏づけ）を提案すること。

	
	
	提案②：



	
	
	提案③：

　

	
	
	提案④：

	
	
	提案⑤：

	発注者が指定した上記課題以外の「総合的なコストの縮減」に資する技術提案について
	提案①：

	
	提案②：


※１　提案は当該様式（A４判）２枚以内にまとめること。発注者が指定した課題の提案項目数は5項目までとし、提案①～⑤の欄にそれぞれ記入のこと。発注者が指定した課題以外の「総合的なコストの縮減」に資する技術提案の提案項目数は2項目までとし、提案①～②の欄にそれぞれ記入のこと。

※２　当該様式の記載に係る留意事項等については、「総合評価落札方式競争入札技術評価基準」及び「総合評価落札方式条件付一般競争入札（標準型・簡易型）事務処理の手引き」を参照のこと。
３　技術提案評価項目Cの審査　（簡易１型に適用）

	評価項目
	評価内容
	評価基準
	評価点

	施工管理
	品質等を高めるための技術提案（個別の提案課題：入札公告による）
	提案項目数は3項目までとする
	

	
	
	提案項目ごとに評価する
	提案が優れている
	3.0

	
	
	
	提案がやや優れている
	1.5

	
	
	
	提案が適切である
	0.7

	
	
	
	提案が不適切である
	0.0

	
	
	評価点を合算する（最大3.0×3項目）
	最大9.0

	
	
	最高点者加算
	1.0

	評価点合計

（Ｃ）
	
	10.0


【審査資料】

①　個別の技術提案　　様式第3-3号

【留意事項】

①　評価できないもの
ａ　提案枚数（A4判1枚）を超過

ｂ　記入文字の大きさが10ポイント未満

ｃ　技術提案書に付随する参考資料を添付
②　項目数を超える提案した場合は、記載順に所定の項目数までを評価対象とし、これ以降の提案は評価しない。

③　様式で示している欄に対する行の高さ・列の幅の変更及び余白幅の変更は、適宜行って構わない。

④　提案様式の記載上の注意

例：（様式第３－３号：簡易１型提案事項）　　　　　　　　　　　全　　枚中の　　枚目
品質等を高めるための施工上の工夫又は配慮

工事名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	発注者が求める技術提案
	入札公告による

	提案①：

　発注者が求める提案課題に対し、受注者として、品質等を高めるための施工上の工夫や配慮について提案すること。

	提案②：



	提案③：




※１　提案は当該様式A４判１枚にまとめること。提案項目数は3項目までとし、提案①～③の欄にそれぞれ記入のこと。

※２　当該様式の記載に係る留意事項等については、「総合評価落札方式競争入札技術評価基準」及び「総合評価落札方式条件付一般競争入札（標準型・簡易型）事務処理の手引き」を参照のこと。
入札参加者用





平成２9年７月１日以降に入札公告を行う工事から適用





本手引きは、総合評価落札方式の事務処理全体を示すことにより、入札事務が円滑に行われることを目的として作成したものです。


利用に当たっては、必要に応じて随時見直しを行うので、最新版を使用してください。





この手引きに関する問い合わせ先


(1) 入札に関する一般的事項


総務部総務室　入札担当


＜電話０１９－６２９－５０５８（直通）　ＦＡＸ０１９－６２９－５０６４＞


(2) 技術提案評価項目に関する事項


農林水産部農村計画課　技術指導担当【農業農村整備事業関係】


＜電話０１９－６２９－５６６７（直通）　ＦＡＸ０１９－６２９－５６７９＞


農林水産部森林保全課　技術指導担当【治山・林道事業関係】


＜電話０１９－６２９－５７９８（直通）　ＦＡＸ０１９－６２９－５７８９＞


農林水産部漁港漁村課　技術指導担当【漁港・漁村事業関係】


＜電話０１９－６２９－５８２６（直通）　ＦＡＸ０１９－６２９－５８２４＞


県土整備部建設技術振興課　技術企画指導担当【県土整備部事業関係】


　　　＜電話０１９－６２９－５９５１（直通）　ＦＡＸ０１９－６２９－２０５２＞


★総合評価落札方式に関するＱ＆Ａもご覧ください。Ｑ＆Ａ（担当：建設技術振興課）はこちら↓


� HYPERLINK "http://www.pref.iwate.jp/kensetsu/nyuusatsu/sougou/005645.html" �http://www.pref.iwate.jp/kensetsu/nyuusatsu/sougou/005645.html�





施行伺いの起案、入札担当合議





競争入札審議会（要件設定）





総合評価点算定基準の公表





入札公告（公表）





入札参加申請書、技術提案書の提出





技術提案の審査





資格（基本事項）確認通知





技術提案評価項目Ｂ、Ｃのみ





学識経験者への意見聴取





技術評価点の算定








入札書の提出





技術提案評価項目Ａは申請者の自己評価点をもとに算定





失格基準価格及び数値的


判断基準による判定





開　札





総合評価点の算出





技術提案評価項目Ａの審査


入札参加資格確認（事後審査）





低入札価格調査





落札者の決定





入札結果の通知及び公表








契　約　手　続





技術提案の実現


必要に応じて改善指示（書面）





工　事　監　督





技術提案の達成度の評価


工事成績評定に反映





完成検査（工事成績評定）





（工事Aの成績評定×工事Aの請負契約額）＋（工事Bの成績評定×工事Bの請負契約額）＋・・・・





工事Aの請負契約額＋工事Bの請負契約額





年度別X＝





（工事Aの成績評定×工事Aの請負契約額×工事Ａにおける入札参加者の出資比率）＋（工事Bの成績評定×工事Bの請負契約額）





年度別X＝





工事Aの請負契約額×工事Ａにおける入札参加者の出資比率＋工事Bの請負契約額





開札





基準以下





失格





失格基準価格による判定





基準以下





失格





数値的判断基準による判定





基準を満たす





総合評価点の算出





入札参加資格確認・技術提案評価項目A審査（事後審査）





対象者で


ない場合





落札決定





※低入札価格調査を実施するときは、調査と並行して事後審査を行う。





対象者の場合





総合評価点の最も高い者が低入札価格調査対象者であるか





総合評価点の次順位者へ





失格基準に該当





失格





失格基準に


該当しない





低入札価格調査





� EMBED Excel.Sheet.8  ���





� EMBED Excel.Sheet.8  ���





� EMBED Excel.Sheet.8  ���





入札公告で示す評価基準をもとに自己評価点を記入してください





0.5





施工実績に応じて該当する欄に○印を付けてください





入札公告で示す評価基準をもとに自己評価点を記入してください





活動実績をもとに該当する欄に○印を付けてください





1.0





「災害応急活動の実績あり」で申請する場合は、記載不要





入札公告で示す評価基準をもとに自己評価点を記入してください


※①と②の評価点を合計した点数とし1.0点を上限としています





事前評価点取得済みの場合は、記載不要





実績をもとに該当する欄に○印を付けてください





実績をもとに該当する欄に○印を付けてください





JV名称は全角で入力します。（半角、機種依存文字、環境依存文字は不可）





特定JV又は復興JVとして参加する場合は必ずチェックします。





（工事Aの成績評定×工事Aの請負契約額）＋（工事Bの成績評定×工事Bの請負契約額）＋・・・・・・





工事Aの請負契約額＋工事Bの請負契約額＋・・・・・





年度別X＝





工事成績がある年度の数で割る。


５カ年の成績なので、「５」で割る





工事成績がある年度の数で割る。


3カ年の成績なので、「3」で割る





※発注者は、入札公告に示す技術提案評価項目Ｂの「評価基準」により評価します。





※発注者は、入札公告に示す技術提案評価項目Ｃの「評価基準」により評価します。
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		月日 ガッピ		曜日 ヨウビ		日数 ニッスウ		条件付一般競争入札(事後審査方式) ジョウケンツキイッパンキョウソウニュウサツジゴシンサホウシキ																		日数 ニッスウ		曜日 ヨウビ		月日 ガッピ

								簡易２型 カンイガタ		日数 ニッスウ				簡易１型 カンイガタ		日数 ニッスウ				標準型 ヒョウジュンガタ		日数 ニッスウ

		6/13		金 キン		1		入札公告(縦覧・販売開始) ニュウサツコウコクジュウランハンバイカイシ				1		入札公告(縦覧・販売開始) ニュウサツコウコクジュウランハンバイカイシ				1		入札公告(縦覧・販売開始) ニュウサツコウコクジュウランハンバイカイシ				1		1		金 キン		6/13

		6/14		土 ツチ		2		　技術提案書作成開始 ギジュツテイアンショサクセイカイシ						　技術提案書作成開始 ギジュツテイアンショサクセイカイシ						　技術提案書作成開始 ギジュツテイアンショサクセイカイシ						2		土 ツチ		6/14

		6/15		日 ニチ		3																				3		日 ニチ		6/15

		6/16		月 ゲツ		4		（公告日の翌日）		1		2		（公告日の翌日）		1		2		（公告日の翌日）		1		2		4		月 ゲツ		6/16

		6/17		火 ヒ		5				2		3				2		3				2		3		5		火 ヒ		6/17

		6/18		水 ミズ		6				3		4				3		4				3		4		6		水 ミズ		6/18

		6/19		木 モク		7				4		5				4		5				4		5		7		木 モク		6/19

		6/20		金 キン		8				5		6				5		6				5		6		8		金 キン		6/20

		6/21		土 ツチ		9																				9		土 ツチ		6/21

		6/22		日 ニチ		10																				10		日 ニチ		6/22

		6/23		月 ゲツ		11		入札参加申請・技術提案締切
設計図書に係る質問書提出期限 ニュウサツサンカシンセイ		6		7		入札参加申請・技術提案締切 ニュウサツサンカシンセイ		6		7				6		7		11		月 ゲツ		6/23

		6/24		火 ヒ		12		★項目Aの審査 コウモク		7①		8		★項目A･Cの審査 コウモクシンサ		7①		8				7		8		12		火 ヒ		6/24

		6/25		水 ミズ		13		（資格確認結果通知） シカクカクニンケッカツウチ		8②		9		（資格確認結果通知） シカクカクニンケッカツウチ		8②		9				8		9		13		水 ミズ		6/25

		6/26		木 モク		14		質問に係る回答期限		9③		10		設計図書に係る質問書提出期限		9③		10				9		10		14		木 モク		6/26

		6/27		金 キン		15		★技術評価点を入札担当に送付 ギジュツヒョウカテンニュウサツタントウソウフ		10④		11				10④		11		入札参加申請・技術提案締切 ニュウサツサンカシンセイギジュツテイアンシキ		10		11		15		金 キン		6/27

		6/28		土 ツチ		16																				16		土 ツチ		6/28

		6/29		日 ニチ		17																				17		日 ニチ		6/29

		6/30		月 ゲツ		18		入札書提出（1日間） ニュウサツショテイシュツニチカン				12				11⑤		12		★項目A･Ｂの審査 コウモクシンサ		11①		12		18		月 ゲツ		6/30

		7/1		火 ヒ		19		開札・総合評価点算定
資格審査書類・項目A確認資料の提出依頼 カイサツソウゴウヒョウカテンサンテイシカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツイライ		①		13		質問に係る回答期限
★技術評価委員会 シツモンカカカイトウキゲン		12⑥		13		（資格確認結果通知）  シカクカクニンケッカツウチ		12②		13		19		火 ヒ		7/1

		7/2		水 ミズ		20				②		14		★技術評価点を入札担当に送付 ギジュツヒョウカテンニュウサツタントウソウフ		13⑦		14		設計図書に係る質問書提出期限		13③		14		20		水 ミズ		7/2

		7/3		木 モク		21		資格審査書類・項目A確認資料の提出期限 シカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツキゲン		③		15		入札書提出（1日間） ニュウサツショテイシュツニチカン				15				14④		15		21		木 モク		7/3

		7/4		金 キン		22		入札参加資格の審査
★項目Aの事後審査結果を入札担当に送付 ニュウサツサンカシカクシンサコウモクジゴ		④		16		開札・総合評価点算定
資格審査書類・項目A確認資料の提出依頼 カイサツソウゴウヒョウカテンサンテイシカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツイライ		①		16				15⑤		16		22		金 キン		7/4

		7/5		土 ツチ		23																				23		土 ツチ		7/5

		7/6		日 ニチ		24																				24		日 ニチ		7/6

		7/7		月 ツキ		25		落札決定 ラクサツケッテイ				17				②		17		質問に係る回答期限
★技術評価委員会		16⑥		17		25		月 ツキ		7/7

		7/8		火 ヒ		26								資格審査書類・項目A確認資料の提出期限 シカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツキゲン		③		18		★技術評価点を入札担当に送付 ギジュツヒョウカテンニュウサツタントウソウフ		17⑦		18		26		火 ヒ		7/8

		7/9		水		27								入札参加資格の審査
★項目Aの事後審査結果を入札担当に送付 ニュウサツサンカシカクシンサコウモクジゴ		④		19		入札書提出（1日間）
★学識経験者意見聴取 ニュウサツショテイシュツニチカンガクシキケイケンシャイケンチョウシュ				19		27		水		7/9

		7/10		木		28								落札決定 ラクサツケッテイ				20		開札・総合評価点算定
資格審査書類・項目A確認資料の提出依頼 カイサツソウゴウヒョウカテンサンテイシカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツイライ		①		20		28		木		7/10

		7/11		金		29																②		21		29		金		7/11

		7/12		土		30																				30		土		7/12

		7/13		日		31																				31		日		7/13

		7/14		月 ツキ		32														資格審査書類・項目A確認資料の提出期限 シカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツキゲン		③		22		32		月 ツキ		7/14

		7/15		火 ヒ		33														入札参加資格の審査
★項目Aの事後審査結果を入札担当に送付 ニュウサツサンカシカクシンサコウモクジゴ		④		23		33		火 ヒ		7/15

		7/16		水		34														落札決定 ラクサツケッテイ				24		34		水		7/16

		7/17		木		35																				35		木		7/17

		7/18		金		36																				36		金		7/18

		7/19		土		37																				37		土		7/19

		7/20		日		38																				38		日		7/20

		7/21		月 ツキ		39																				39		月 ツキ		7/21

		7/22		火 ヒ		40																				40		火 ヒ		7/22

		7/23		水		41																				41		水		7/23

		7/24		木		42																				42		木		7/24

		7/25		金		43																				43		金		7/25

		7/26		土		44																				44		土		7/26

		7/27		日		45																				45		日		7/27

		7/28		月 ツキ		46																				46		月 ツキ		7/28

		7/29		火 ヒ		47																				47		火 ヒ		7/29

		7/30		水		48																				48		水		7/30

		7/31		木		49																				49		木		7/31

		8/1		金		50																				50		金		8/1

		8/2		土		51																				51		土		8/2

		8/3		日		52																				52		日		8/3

		8/4		月 ツキ		53																				53		月 ツキ		8/4

		8/5		火 ヒ		54																				54		火 ヒ		8/5

		6/6		水		65																				65		水		6/6



【標準処理日数の決定要因】
①法定見積期間（中15日）
　（技術提案Ｃの審査9日を含む）
②入札参加資格の審査（3日）

【標準処理日数の決定要因】
①技術提案作成（中5日）
②技術提案A・Cの審査（10日）
　（法定見積期間中15日含む）
③入札参加資格の審査（3日）
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標準型

		（資料６：付表）総合評価落札方式　標準処理日数 シリョウフヒョウソウゴウヒョウカラクサツホウシキヒョウジュンショリニッスウ																						（資料６：付表）総合評価落札方式　標準処理日数 シリョウフヒョウソウゴウヒョウカラクサツホウシキヒョウジュンショリニッスウ

		【標準型】 ヒョウジュンガタ																						【標準型】 ヒョウジュンガタ

		月日 ガッピ		曜日 ヨウビ		日数 ニッスウ														日数 ニッスウ		曜日 ヨウビ		月日 ガッピ

								簡易１型 カンイガタ		日数 ニッスウ				標準型 ヒョウジュンガタ		日数 ニッスウ

		6/13		金 キン		1		入札公告(縦覧・販売開始) ニュウサツコウコクジュウランハンバイカイシ				1		入札公告(縦覧・販売開始) ニュウサツコウコクジュウランハンバイカイシ				1		1		金 キン		6/13

		6/14		土 ツチ		2		　技術提案書作成開始 ギジュツテイアンショサクセイカイシ						　技術提案書作成開始 ギジュツテイアンショサクセイカイシ						2		土 ツチ		6/14

		6/15		日 ニチ		3														3		日 ニチ		6/15

		6/16		月 ゲツ		4		（公告日の翌日）		1		2		（公告日の翌日）		1		2		4		月 ゲツ		6/16

		6/17		火 ヒ		5				2		3				2		3		5		火 ヒ		6/17

		6/18		水 ミズ		6				3		4				3		4		6		水 ミズ		6/18

		6/19		木 モク		7				4		5				4		5		7		木 モク		6/19

		6/20		金 キン		8				5		6				5		6		8		金 キン		6/20

		6/21		土 ツチ		9														9		土 ツチ		6/21

		6/22		日 ニチ		10														10		日 ニチ		6/22

		6/23		月 ゲツ		11				6		7				6		7		11		月 ゲツ		6/23

		6/24		火 ヒ		12				7		8				7		8		12		火 ヒ		6/24

		6/25		水 ミズ		13				8		9				8		9		13		水 ミズ		6/25

		6/26		木 モク		14				9		10				9		10		14		木 モク		6/26

		6/27		金 キン		15		入札参加申請・技術提案締切 ニュウサツサンカシンセイギジュツテイアンシキ		10		11		入札参加申請・技術提案締切 ニュウサツサンカシンセイギジュツテイアンシキ		10		11		15		金 キン		6/27

		6/28		土 ツチ		16														16		土 ツチ		6/28

		6/29		日 ニチ		17														17		日 ニチ		6/29

		6/30		月 ゲツ		18		★項目A･Cの審査 コウモクシンサ		11①		12		★項目A･Bの審査 コウモク		11①		12		18		月 ゲツ		6/30

		7/1		火 ヒ		19		（資格確認結果通知）  シカクカクニンケッカツウチ		12②		13		（資格確認結果通知）  シカクカクニンケッカツウチ		12②		13		19		火 ヒ		7/1

		7/2		水 ミズ		20				13③		14				13③		14		20		水 ミズ		7/2

		7/3		木 モク		21				14④		15				14④		15		21		木 モク		7/3

		7/4		金 キン		22				15⑤		16				15⑤		16		22		金 キン		7/4

		7/5		土 ツチ		23														23		土 ツチ		7/5

		7/6		日 ニチ		24														24		日 ニチ		7/6

		7/7		月 ツキ		25				⑥		17				⑥		17		25		月 ツキ		7/7

		7/8		火 ヒ		26				⑦		18				⑦		18		26		火 ヒ		7/8

		7/9		水		27				⑧		19				⑧		19		27		水		7/9

		7/10		木		28				⑨		20				⑨		20		28		木		7/10

		7/11		金		29		質問に係る回答期限
★技術評価委員会		⑩		21		質問に係る回答期限
★技術評価委員会		⑩		21		29		金		7/11

		7/12		土		30														30		土		7/12

		7/13		日		31														31		日		7/13

		7/14		月 ツキ		32		★技術評価点を入札担当に送付 ギジュツヒョウカテンニュウサツタントウソウフ		⑪		22		★技術評価点を入札担当に通知 ギジュツヒョウカテンニュウサツタントウツウチ		⑪		22		32		月 ツキ		7/14

		7/15		火 ヒ		33		入札期間（1日間） ニュウサツキカンニチカン				23		入札期間（1日間）
★学識経験者意見聴取 ニュウサツキカンニチカンガクシキケイケンシャイケンチョウシュ				23		33		火 ヒ		7/15

		7/16		水		34		開札・総合評価点算定
資格審査書類・項目A確認資料の提出依頼 カイサツソウゴウヒョウカテンサンテイシカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツイライ		①		24		開札・総合評価点算定
資格審査書類・項目A確認資料の提出依頼 カイサツソウゴウヒョウカテンサンテイシカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツイライ		①		24		34		水		7/16

		7/17		木		35				②		25				②		25		35		木		7/17

		7/18		金		36		資格審査書類の提出期限 シカクシンサショルイテイシュツキゲン		③		26		資格審査書類の提出期限 シカクシンサショルイテイシュツキゲン		③		26		36		金		7/18

		7/19		土		37														37		土		7/19

		7/20		日		38														38		日		7/20

		7/21		月 ツキ		39														39		月 ツキ		7/21

		7/22		火 ヒ		40		入札参加資格の審査
★項目Aの事後審査結果を入札担当に送付 ニュウサツサンカシカクシンサコウモクジゴケッカソウフ		④		27		入札参加資格の審査
★項目Aの事後審査結果を入札担当に送付 ニュウサツサンカシカクシンサコウモクジゴケッカソウフ		④		27		40		火 ヒ		7/22

		7/23		水		41		落札決定 ラクサツケッテイ				28		落札決定 ラクサツケッテイ				28		41		水		7/23

		7/24		木		42														42		木		7/24

		7/25		金		43														43		金		7/25

		7/26		土		44														44		土		7/26

		7/27		日		45														45		日		7/27

		7/28		月 ツキ		46														46		月 ツキ		7/28

		7/29		火 ヒ		47														47		火 ヒ		7/29

		7/30		水		48														48		水		7/30

		7/31		木		49														49		木		7/31

		8/1		金		50														50		金		8/1

		8/2		土		51														51		土		8/2

		8/3		日		52														52		日		8/3

		8/4		月		53														53		月		8/4

		8/5		火		54														54		火		8/5

		8/6		水		55														55		水		8/6

		8/7		木		56														56		木		8/7

		8/8		金		57														57		金		8/8

		8/9		土		58														58		土		8/9

		8/10		日		59														59		日		8/10

		8/11		月		60														60		月		8/11

		8/12		火		61														61		火		8/12

		8/13		水		62														62		水		8/13



【標準処理日数の決定要因】
①技術提案作成（中9日）
②技術提案A・Bの審査（7+7日）
　（法定見積期間中15日含む）
③入札参加資格の審査（3日）
④学識経験者意見聴取（2日）
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簡易

								（資料６：付表）総合評価落札方式　標準処理日数 シリョウフヒョウソウゴウヒョウカラクサツホウシキヒョウジュンショリニッスウ																												（資料６：付表）総合評価落札方式　標準処理日数 シリョウフヒョウソウゴウヒョウカラクサツホウシキヒョウジュンショリニッスウ

		見直し案①（事後審査方式、入札時提出） ミナオアンジゴシンサホウシキニュウサツジテイシュツ						月日 ガッピ		曜日 ヨウビ		日数 ニッスウ		条件付一般競争入札(事後審査方式) ジョウケンツキイッパンキョウソウニュウサツジゴシンサホウシキ																		日数 ニッスウ		曜日 ヨウビ		月日 ガッピ

		簡易２型（５千万円未満） カンイガタセンマンエンミマン		日数 ニッスウ										簡易２型 カンイガタ		日数 ニッスウ				簡易１型 カンイガタ		日数 ニッスウ				標準型 ヒョウジュンガタ		日数 ニッスウ

		入札公告(縦覧・販売開始) ニュウサツコウコクジュウランハンバイカイシ				1		6/13		金 キン		1		入札公告(縦覧・販売開始) ニュウサツコウコクジュウランハンバイカイシ				1		入札公告(縦覧・販売開始) ニュウサツコウコクジュウランハンバイカイシ				1		入札公告(縦覧・販売開始) ニュウサツコウコクジュウランハンバイカイシ				1		1		金 キン		6/13

		　技術提案書作成開始 ギジュツテイアンショサクセイカイシ						6/14		土 ツチ		2		　技術提案書作成開始 ギジュツテイアンショサクセイカイシ						　技術提案書作成開始 ギジュツテイアンショサクセイカイシ						　技術提案書作成開始 ギジュツテイアンショサクセイカイシ						2		土 ツチ		6/14

								6/15		日 ニチ		3																				3		日 ニチ		6/15

		（公告日の翌日）		1		2		6/16		月 ゲツ		4		（公告日の翌日）		1		2		（公告日の翌日）		1		2		（公告日の翌日）		1		2		4		月 ゲツ		6/16

				2		3		6/17		火 ヒ		5				2		3				2		3				2		3		5		火 ヒ		6/17

				3		4		6/18		水 ミズ		6				3		4				3		4				3		4		6		水 ミズ		6/18

				4		5		6/19		木 モク		7				4		5				4		5				4		5		7		木 モク		6/19

				5		6		6/20		金 キン		8				5		6				5		6				5		6		8		金 キン		6/20

								6/21		土 ツチ		9																				9		土 ツチ		6/21

								6/22		日 ニチ		10																				10		日 ニチ		6/22

		入札参加申請
設計図書に係る質問書提出期限（企画総務部） ニュウサツサンカシンセイ		6		7		6/23		月 ゲツ		11		入札参加申請・技術提案締切 ニュウサツサンカシンセイ		6		7		入札参加申請・技術提案締切 ニュウサツサンカシンセイ		6		7				6		7		11		月 ゲツ		6/23

				7		8		6/24		火 ヒ		12		★項目Aの審査 コウモク		7①		8		★項目A･Cの審査 コウモクシンサ		7①		8				7		8		12		火 ヒ		6/24

		（資格確認結果通知） シカクカクニンケッカツウチ		8		9		6/25		水 ミズ		13		（資格確認結果通知） シカクカクニンケッカツウチ		8②		9		（資格確認結果通知） シカクカクニンケッカツウチ		8②		9				8		9		13		水 ミズ		6/25

		質問に係る回答期限		9		10		6/26		木 モク		14				9③		10				9③		10				9		10		14		木 モク		6/26

				10		11		6/27		金 キン		15				10④		11				10④		11		入札参加申請・技術提案締切 ニュウサツサンカシンセイギジュツテイアンシキ		10		11		15		金 キン		6/27

								6/28		土 ツチ		16																				16		土 ツチ		6/28

								6/29		日 ニチ		17																				17		日 ニチ		6/29

		入札書・技術提案書提出（1日間） ニュウサツショショテイシュツニチカン				12		6/30		月 ゲツ		18		設計図書に係る質問書提出期限		11⑤		12		設計図書に係る質問書提出期限		11⑤		12		★項目A･Ｂの審査 コウモクシンサ		11①		12		18		月 ゲツ		6/30

		開札・総合評価点算定 カイサツソウゴウヒョウカテンサンテイ				13		7/1		火 ヒ		19				12⑥		13				12⑥		13		（資格確認結果通知）  シカクカクニンケッカツウチ		12②		13		19		火 ヒ		7/1

		★技術提案Aの審査(振興局） シンサ		1		14		7/2		水 ミズ		20				13⑦		14				13⑦		14		設計図書に係る質問書提出期限		13③		14		20		水 ミズ		7/2

		★技術評価委員会(振興局）		2		15		7/3		木 モク		21		質問に係る回答期限		14⑧		15		質問に係る回答期限
★技術評価委員会 シツモンカカカイトウキゲン		14⑧		15				14④		15		21		木 モク		7/3

		★技術評価点を入札担当に通知
資格審査書類の提出依頼		3		16		7/4		金 キン		22		★技術評価点を入札担当に送付 ギジュツヒョウカテンニュウサツタントウソウフ		15⑨		16		★技術評価点を入札担当に送付 ギジュツヒョウカテンニュウサツタントウソウフ		15⑨		16				15⑤		16		22		金 キン		7/4

								7/5		土 ツチ		23																				23		土 ツチ		7/5

								7/6		日 ニチ		24																				24		日 ニチ		7/6

				1		17		7/7		月 ツキ		25		入札書提出（1日間） ニュウサツショテイシュツニチカン				17		入札書提出（1日間） ニュウサツショテイシュツニチカン				17		質問に係る回答期限
★技術評価委員会		16⑥		17		25		月 ツキ		7/7

		資格審査書類の提出期限 シカクシンサショルイテイシュツキゲン		2		18		7/8		火 ヒ		26		開札・総合評価点算定
資格審査書類・項目A確認資料の提出依頼 カイサツソウゴウヒョウカテンサンテイシカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツイライ		①		18		開札・総合評価点算定
資格審査書類・項目A確認資料の提出依頼 カイサツソウゴウヒョウカテンサンテイシカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツイライ		①		18		★技術評価点を入札担当に送付 ギジュツヒョウカテンニュウサツタントウソウフ		17⑦		18		26		火 ヒ		7/8

		（入札参加資格の審査） ニュウサツサンカシカクシンサ		3		19		7/9		水		27				②		19				②		19		入札書提出（1日間）
★学識経験者意見聴取 ニュウサツショテイシュツニチカンガクシキケイケンシャイケンチョウシュ		1②		19		27		水		7/9

		落札決定 ラクサツケッテイ				20		7/10		木		28		資格審査書類・項目A確認資料の提出期限 シカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツキゲン		③		20		資格審査書類・項目A確認資料の提出期限 シカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツキゲン		③		20		開札・総合評価点算定
資格審査書類・項目A確認資料の提出依頼 カイサツソウゴウヒョウカテンサンテイシカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツイライ		①		20		28		木		7/10

								7/11		金		29		入札参加資格の審査
★項目Aの事後審査結果を入札担当に送付 ニュウサツサンカシカクシンサコウモクジゴ		④		21		入札参加資格の審査
★項目Aの事後審査結果を入札担当に送付 ニュウサツサンカシカクシンサコウモクジゴ		④		21				②		21		29		金		7/11

								7/12		土		30																				30		土		7/12

								7/13		日		31																				31		日		7/13

								7/14		月 ツキ		32		落札決定 ラクサツケッテイ				22		落札決定 ラクサツケッテイ				22		資格審査書類・項目A確認資料の提出期限 シカクシンサショルイコウモクカクニンシリョウテイシュツキゲン		③		22		32		月 ツキ		7/14

								7/15		火 ヒ		33														入札参加資格の審査
★項目Aの事後審査結果を入札担当に送付 ニュウサツサンカシカクシンサコウモクジゴ		④		23		33		火 ヒ		7/15

								7/16		水		34														落札決定 ラクサツケッテイ				24		34		水		7/16

								7/17		木		35																				35		木		7/17

								7/18		金		36																				36		金		7/18

								7/19		土		37																				37		土		7/19

								7/20		日		38																				38		日		7/20

								7/21		月 ツキ		39																				39		月 ツキ		7/21

								7/22		火 ヒ		40																				40		火 ヒ		7/22

								7/23		水		41																				41		水		7/23

								7/24		木		42																				42		木		7/24

								7/25		金		43																				43		金		7/25

								7/26		土		44																				44		土		7/26

								7/27		日		45																				45		日		7/27

								7/28		月 ツキ		46																				46		月 ツキ		7/28

								7/29		火 ヒ		47																				47		火 ヒ		7/29

								7/30		水		48																				48		水		7/30

								7/31		木		49																				49		木		7/31

								8/1		金		50																				50		金		8/1

								8/2		土		51																				51		土		8/2

								8/3		日		52																				52		日		8/3

								8/4		月 ツキ		53																				53		月 ツキ		8/4

								8/5		火 ヒ		54																				54		火 ヒ		8/5

								6/6		水		65																				65		水		6/6



　凡例

　　　　　　　　　技術提案書作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　（入札参加者）　


　　　　　　　　　技術評価
　　　　　　　　　（発注者）

【標準処理日数の決定要因】
①技術提案作成（中5日）
②技術提案Aの審査（7日）
　（法定見積期間中10日含む）
③入札参加資格の審査（3日）

【標準処理日数の決定要因】
①技術提案作成（中10日）
　　＝法定見積期間
②技術提案Aの審査（3日）
③入札参加資格の審査（3日）

【標準処理日数の決定要因】
①法定見積期間（中15日）
　（技術提案Ｃの審査9日を含む）
②入札参加資格の審査（3日）

【標準処理日数の決定要因】
①技術提案作成（中5日）
②技術提案A・Cの審査（10日）
　（法定見積期間中15日含む）
③入札参加資格の審査（3日）




